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1．序論 

1.1 研究背景 

 近年非地上系ネットワーク（NTN, Non-Terrestrial Network）に関する研究が盛んにお

こなわれている[1][2][3]．非地上系ネットワークとは，図 1.1 に示したような，静止軌道

衛星(GEO, Geostationary Earth Orbit)，中軌道衛星(MEO, Medium Earth Orbit)，低軌道

衛星(LEO, Low Earth Orbit)，HAPS(High Altitude Platform Station)，UAV(Unmanned 

aerial vehicle)等を組み合わせたネットワークを指す．非地上系ネットワークの利点として

は，通信の広域性，回線設計の柔軟性，災害時の可用性等が挙げられる．非地上系ネット

ワークを利用した様々なユースケースが提案されているが，それらは主に 3 つに大別され

る．第 1 に，災害時の臨時ネットワークとしての利用である．地震等の災害が発生し，基

地局の倒壊，ケーブルの切断，停電等が発生した場合，地上のネットワークは利用できな

くなる．2011 年に東日本大震災が発生した際には合計約２万 9 千局の移動通信基地局が停

止した[4]．一方で非地上系ネットワークは受信側の端末が無事であれば利用可能であるた

め，災害時に稼働または派遣するネットワークとしての検討が進められている．また基地

局が無事の場合でも災害時には被災者間の情報検索や安否確認，避難要請等によりトラフ

ィックが平常時よりも大幅に増加するため，地上ネットワークだけでは対応しきれず輻輳

が発生してしまう．非地上系ネットワークも併せてトラフィックを分散させる仕組みを整

えることで災害時の情報共有や救護を円滑に進めることができる．第 2 に，平常時におけ

る地上ネットワークのトラフィックを代替するネットワークとしての利用である．近年第

５世代移動通信システム（5G）の導入，IoT を始めとする様々なデジタル端末の社会実装，

医療・産業等の様々な分野におけるデジタル技術の活用等によりトラフィック量が飛躍的 

 

図 1.1 非地上系ネットワークの概略図 
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に増加しており，地上ネットワークの帯域を逼迫させている[5]．そのため遅延時間，通信

精度等の通信要件が比較的低いパケットを衛星ネットワークに回すことで，地上ネットワ

ークの負荷分散を行うことができる．従来は都市部のデータセンタを中心とした集権型の

ネットワークが運用されてきたが，非地上系ネットワークや地方のデータセンタも含めた

分散型ネットワークの構築に関する検討が Beyond 5G に向けて進められている[6]．第 3

に，山間部や発展途上国等の通信インフラが整っていない地域における利用である．非地

上系ネットワークは地上側の送信基地局を必要とせず，受信側の端末さえあれば利用する

ことができる．そのため地理的制約，政治的制約等に捉われず通信を提供することができ，

山間部や離島，過疎地域，発展途上国等における利用が検討されている． 

 ここまで述べたように，非地上系ネットワークには様々な利点があり，災害時にも使え

る通信網の確保，地上の通信帯域の逼迫，デジタルデバイドといった多様な社会課題を解

決する可能性を秘めている．一方で非地上系ネットワークの弱点としては，地上系ネット

ワークと比較した遅延時間の長さが挙げられる[7]．地上ネットワークにおけるバックボー

ン回線の距離や基地局-ユーザ間の距離と比較すると，非地上系ネットワークにおけるリン

クの距離，例えば衛星と地上局の距離や衛星間の距離は大幅に長くなる．よって非地上系

ネットワークは遅延時間が長くなる．この遅延時間が非地上系ネットワークの普及を妨げ

る一因となっている．そのため非地上系ネットワークにおける遅延時間や通信容量を改善

し，5G や Beyond 5G における通信要件に近づけることによって，実現可能なユースケー

スの幅を広げていくことが重要であると考える．例えば先述した災害時の臨時回線におけ

るユースケースについて，通信容量を大きくすることができれば，災害時に行政機関や避

難所，一部の企業に限らず一般の人も利用可能なネットワークとしての社会実装につなげ

ることができる．また平常時における地上ネットワークの代替としてのユースケースにお

いて，非地上系ネットワークの遅延時間や通信容量を改善し，対応できるサービスの幅を

広げることで，より地上ネットワークの代替としての価値を高めることができる．したが

って多重アクセス方式，ルーティング方式，ハンドオーバ方式等多面的な研究を行い，非

地上系ネットワークにおける通信性能を改善する手法を検討していく必要があるといえる． 

 次に本論文で題材として取り上げる多重アクセス方式である NOMA（Non-Orthogonal 

Multiple Access）と PDMA（Power Level Division Multiple Access）について述べる．

NOMA とは電力領域において複数の信号を多重化する通信方式であり，5G においても採

用されている．同一の時間・周波数上で複数の信号を送信するため，周波数利用効率が大

幅に改善する[8]．PDMA は NOMA と同様に電力領域における複数の信号の多重化を実

装しつつ，各ユーザの電力レベルを周期的に切り替える通信方式である[9]．NOMA では

周波数利用効率の改善によりスループットや遅延時間等は従来の OMA(Orthogonal 

Multiple Access)に比べて大幅に改善する．一方受信側における信号の復号を成功させるた

めには，複数のユーザの受信電力の間に一定の差をつける必要がある．そのため１つの通

信の中で受信電力の大きいユーザと小さいユーザ，即ち通信レートの大きいユーザと小さ
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いユーザが生じてしまい，ユーザ間の公平性の観点から問題がある．PDMA では各ユーザ

の電力レベルを周期的に切り替えることで，各ユーザを各電力レベルに均等に割り当て，

ユーザ間の公平性を確保することができる． 

NOMA の非地上系ネットワークへの適用については衛星-地上間通信では多くの先行研

究があるが[10][11]，衛星間，HAPS 間，衛星-HAPS 間，HAPS-地上間等その他の領域で

は検討が進められていない．また PDMA は静止軌道衛星-地上間については検討されてい

るが[42]，その他の領域では検討されていない．非地上系ネットワークでは，領域によっ

てチャネルモデル，大気減衰，フェージング等の条件が大きく変動するため，領域毎に検

討を進めていく必要がある． 

 

1.2  研究目的 

 非地上系ネットワークの弱点は伝搬距離の長さに起因する遅延時間の大きさであるとい

える．この課題を解消するために，本論文では非地上系ネットワークにおける多重アクセ

ス方式に着目し，通信精度やユーザ間の公平性を確保しつつ，遅延時間を抑制する手法に

ついて探求する．具体的には電力領域において複数の信号を多重化する NOMA 及び

PDMA について取り上げる．非地上系ネットワークにおける NOMA 及び PDMA の活用

方法について，通信手順，割当方式，ルーティング方式，電力制御方式等を踏まえて検討

を行い，新しい通信システムを提案する．通信精度，通信レート，フェアネスインデック

スといったシステムの性能をシミュレーションにより解析し，従来の方式と比較する． 

 また図 1.1 に示した通り，非地上系ネットワークは多層的なネットワークであり，チャ

ネルモデル等の特性はレイヤ毎に大きく異なる．よってレイヤ毎，またそれぞれのレイヤ

間の通信について各領域の特性を踏まえた上で個別に検討を進めていく必要がある．本論

文では地上-HAPS 間，低軌道衛星間，低軌道衛星-中軌道衛星間の 3 つの領域に着目し，

各領域における多重アクセス方式について検討する．各領域について個別にシステム設計，

チャネルモデルの策定，シミュレーション，解析を行う．それぞれの結果について次章以

降で述べる． 

 

1.3  研究概要 

1.2 において述べたように，本論文では地上-HAPS 間，低軌道衛星間，低軌道衛星-中軌

道衛星間の３つの領域に着目し，各領域における多重アクセス方式について検討を行う．

各領域における研究の概要は以下の通りである．また，取り組んだ 3 つの領域について図

1.2 の①～③に示す． 

 第 1 に，地上-HAPS 間の通信については「地上-HAPS 間アップリンク通信における

PDMA の適用に関する研究」と題した研究を行う．複数の地上局から１台の HAPS に向

けてアップリンクで通信を行う環境を想定し，PDMA を適用したシステムの提案及び性能

の解析を行う．本研究で提案するシステムには３つの特徴がある．１点目は，PDMA の適
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用である．NOMA は電力領域において複数の信号を多重化することで周波数利用効率を

大幅に改善するが，ユーザ間でデータレートに大きな差が発生してしまうため，公平性の

観点から問題がある．一方で PDMA は周期的に各ユーザの電力レベルを切り替えること

でユーザ間の公平性を確保する方式である．本研究では地上-HAPS 間アップリンク通信に

おいて NOMA と PDMA を適用した場合の通信手順及び割当方式についてそれぞれ検討し，

通信精度，スループット，ユーザ間の公平性等の性能を解析する．2 点目は，光とミリ波

のハイブリッドな切り替え方式の実装である．光通信は大気減衰や雲による減衰の影響を

受けてしまうため，チャネルの状態が悪い場合は通信を行うことができない．そのため参

照信号によってチャネルの状態を推定し，その結果に応じて光とミリ波を使い分ける仕組

みを実装する．３点目は，独自の電力制御方式の適用である．信号間の電力差を利用する

NOMA，PDMA においては電力制御が非常に重要であり，システム性能に大きな影響を

与える．そのためチャネル状態の差を利用した独自の電力制御アルゴリズムについて提案

し，従来の方式と性能を比較する． 

 第 2 に，低軌道衛星間の通信については「低軌道衛星間通信における NOMA の適用に

関する研究」と題した研究を行う．複数の低軌道衛星から１台の中継衛星を介し，別グル

ープの複数の低軌道衛星へデータを送信する環境を想定する．複数の低軌道衛星から中継

衛星に向けた通信にアップリンク NOMA，中継衛星から複数の低軌道衛星へ向けた通信

にダウンリンク NOMA を適用することで遅延時間の抑制及びスループットの向上を実現

する．また衛星間距離が計算可能であることを利用した独自の電力制御アルゴリズムにつ

いても提案し，性能を検証する．  

 

 

図 1.2 研究領域 
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第 3 に，低軌道衛星-中軌道衛星間の通信については，「周回衛星を用いたコンステレー

ションにおけるアップリンク NOMA の適用及びルーティング方式に関する研究」と題し

た研究を行う．低軌道衛星と中軌道衛星を組み合わせたネットワークを想定し，遅延時間

の抑制とスループットの向上を目指し，独自のルーティング方式とアップリンク NOMA

を適用した通信方式を提案する．ルーティング方式については，トラフィックを低軌道衛

星と中軌道衛星に分散するルーティング方式を提案する．具体的には通信距離の長いパケ

ットを中軌道衛星へ，短いパケットを低軌道衛星へ送ることでトラフィックを分散する．

トラフィックが分散されることで，輻輳が発生する確率を低減できるため，遅延時間が抑

制される．アップリンク NOMA については，複数の低軌道衛星から中軌道衛星に向けた

通信に適用し，周波数利用効率の向上を図る． 

 

2． 関連技術 

2.1 非地上系ネットワーク 

 1.1 において述べたように，非地上系ネットワークとは，低軌道衛星，中軌道衛星，静

止軌道衛星，HAPS，UAV 等を組み合わせたネットワークを指す．Beyond 5G において陸

海空統合ネットワークを構築する構想もあり，非地上系ネットワーク，地上ネットワーク，

海上及び海中のネットワーク等を連携した新しい通信方式が現在検討されている[6]．非地

上系ネットワークの特徴としては通信の広域性，回線設計の柔軟性，災害時の可用性等が

挙げられ，地上ネットワークの補完としての役割が強く期待されている．本節では非地上

系ネットワークの中で，本論文で題材として取り扱う衛星通信と HAPS を用いた通信につ

いて詳しく述べる． 

 

2.1.1 衛星通信の概要 

 衛星通信とは，宇宙空間に電波の送受信が可能な人工衛星を打ち上げ，衛星と地上間で

通信を行う通信方式を指す．利用用途としては固定地点間の通信を行う固定衛星業務，航

空機や船舶との通信を行う移動衛星業務，BS・CS 放送等の放送業務がある[5]．地震等の

災害により地上局が使えない環境下においても，衛星局と地上の受信端末が無事であれば

通信を利用することができるため，衛星通信は災害時向けの通信手段として活用されてい

る．また地理的制約や政治的制約に捉われない通信を提供できることから，発展途上国や

過疎地域，通信インフラの立てにくい山間部においても活用が期待されている． 

図 2.1 に示す通り，衛星通信は地上から衛星に向けたアップリンク回線，衛星間の回線，

衛星から地上に向けたダウンリンク回線の 3 つの回線から構成される．これらの内衛星間

の回線は大気の影響を受けず，電波を跳ね返す反射物もほとんど存在しないため，大気減

衰やフェージング，マルチパス等の影響を考慮する必要はない．一方で地上-衛星間の 2 種

類の回線は大気減衰や天候，マルチパス，建物による遮蔽等の影響を強く受ける． 
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図 2.1 衛星通信の通信モデル 

 

2.1.2 衛星通信の区分 

 人工衛星は高度に従い表 2.1 の通り分類される[12]．それぞれの衛星が異なる特徴を持

っており，用途毎に使い分ける必要がある．静止軌道衛星（GEO）は赤道上空の高度

36,000 km に位置し，地球の自転と同じ周期で動く．静止軌道衛星の利点を 2 点あげる．

１点目は，地上局の制御が容易である点である．地上から見ると静止軌道衛星は静止して

見えるため，地上局の仰角制御をする必要がなく，制御が容易である．２点目は，カバレ

ッジの広さである．静止軌道衛星は高度が高い分 1 基あたりのカバレッジが広く，理論上

は 3 基で地球全体をカバーできる[12]．少ない台数で地理的制約や政治的制約に捉われな

いグローバルな通信を提供することができる．次に静止軌道衛星の弱点を 2 点あげる．1

点目は，遅延時間の長さである．地上-静止軌道衛星間の距離は，地上ネットワークにおけ

る基地局-ユーザ間や低軌道衛星-地上局間と比較して大幅に長い[1]．伝播距離の長さに伴

い遅延時間も長くなるため，リアルタイム性を必要とするアプリケーションには適してい

ない．そのため静止軌道衛星は気象衛星や衛星放送等の遅延要件の緩い通信に用いられる

ことが多い．2 点目は，小型化が難しい点である．静止軌道衛星-地上間の伝搬距離が長い

分，より高い送信電力が必要となる．そのため大型の送信機やアンテナを人工衛星と地上

局の双方に配備する必要があり，小型化が難しい．一方低軌道衛星は高度が低いため，よ

り遅延時間の短い通信を提供することができる[12]．そのためモバイル通信等のリアルタ

イム要件の高いアプリケーションに適している．また高度が低い分 1 基当たりのカバレッ

ジが狭いため，地球上のどこでも利用できる通信を実現するためには数十から数百基の衛

星が必要である．さらに衛星が地上から見て相対的に高速に動くため，地上局の仰角制御

やハンドオーバが必要となる．また低軌道衛星は送信距離が短い分送信電力を低減するこ

とができる．そのため送信機及び衛星の小型化，低コスト化が可能であるため，民間企業

等の参入も期待されている． 
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表 2.1 衛星の種類 [12] 

 LEO MEO GEO 

高度 160~2000 km 2000~36,000 km 36,000 km 

遅延時間 短い ⇔ 長い 

送信電力 小さい ⇔ 大きい 

衛星数 数十～数百基 ～10 基 ～3 基 

仰角制御 必要 必要 必要 

コンステレーション

の例 

イリジウム， 

Staarlink 

O3b インテルサット，イ

ンマルサット 

 

2.1.3 低軌道衛星コンステレーション 

 2.1.2 において述べた通り，低軌道衛星は 1 基あたりのカバレッジが狭いため，数十～数

百基の衛星を繋いだネットワークによってグローバルな通信を実現する．このネットワー

クを低軌道衛星コンステレーションと呼ぶ．低軌道衛星コンステレーションでは複数の衛

星軌道を設け，各軌道に複数の衛星を配置する．例えば Iridium という衛星コンステレー

ションの場合，6 つの軌道を持ち，各軌道に 11 基の衛星を配置している．図 2.2 に示す通

り，各衛星は同一軌道上の隣接衛星 2 基，隣接軌道上の隣接衛星 2 基との間に双方向の通

信リンクを設ける．これらのリンクを利用したマルチホップ通信を行うことで，地理的に

離れた 2 地点間の通信を実現する[13]．具体的には，まず地上の送信局から最寄りの衛星 

 

図 2.2 低軌道衛星コンステレーションおける衛星間通信のモデル 
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局へデータを送信する．次に衛星間のリンクを介して地上の受信局の最寄りの衛星局へ送

信する．最後に衛星局から地上の受信局へデータを送信することで通信を完了させる．低

軌道衛星コンステレーションの特徴の 1 つとして，リンク故障に強い点を挙げる．ある 1

つの衛星間のリンクで故障または輻輳が発生した場合，迂回して他のリンクを使用するこ

とで通信路を確保することができる．一方低軌道衛星コンステレーションにおける課題と

してドップラーシフトを挙げる．同一軌道の衛星間通信の場合，相対速度が 0 になるため

ドップラーシフトは発生しない．一方異なる軌道上の衛星間通信の場合，相対速度が発生

するため，ドップラーシフトが発生する．特に反対方向に動いている軌道上の衛星間通信

の場合，ドップラーシフトが大きくなるため，制御が難しくなる．  

次に現在開発されているコンステレーションを表 2.2 に示す．従来は Iridium のように

衛星数が 100 基以下のコンステレーションが開発されていたが，近年は Starlink や

OneWeb をはじめとした衛星数が数百基～数千基に及ぶメガコンステレーションが建設さ

れている[14]．メガコンステレーションでは衛星数の多さによる隙間のないカバレッジや

低遅延な通信が提供可能であり，リアルタイム性の高い通信の実現が期待されている．ま

た表 2.2 に示した通り，低軌道衛星の軌道には極軌道と傾斜軌道の２種類が存在する．極

軌道は Iridium 等で採用されている軌道であり，古くから開発されてきた方式である．

Iridium のコンステレーションを図 2.3 に示す．軌道傾斜が 90 度であり，極軌道の衛星は

北極と南極の上空を通過するため，高緯度地域も含めて地球全域をカバーすることができ

る．一方で軌道の構造上北極・南極に近い高緯度地域では衛星が密となり，低緯度地域で

は疎となるため，公平性の観点から問題がある．また北半球・南半球共に人口が多い地域

は低緯度～中緯度地域に集中しているため，高緯度地域に基地局が多い極軌道は効率性の

観点からも問題がある．傾斜軌道は近年開発が進められている方式である．傾斜軌道の１

つである NeLS コンステレーションを図 2.4 に示す．軌道傾斜は 30~60 度であり，北極・ 

  

表 2.2 開発済みの低軌道衛星コンステレーション[14][15] [16] [17] [18] [19] [20] 

 

 Iridium 

Next 

Oneweb Telesat LeoSat Kuiper Starlink 

製造国 アメリカ イギリス カナダ フランス アメリカ アメリカ 

運用開始年 2017 年 2019 年 2018 年 2019 年 未定 2019 年 

衛星数 66 基 648 基 188 基 108 基 3226 基 4400 基 

高度 780 km 1200 km 1000 km 1400 km - 1200 km 

軌道の種類 極軌道 極軌道 極 軌 道 ，

傾斜軌道 

極 軌 道 ，

傾斜軌道 

- 極 軌 道 ，

傾斜軌道 

周波数帯 Ku, Ka Ku, Ka Ka, 光 Ka, 光 Ka, V Ku, Ka,V 
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南極付近には衛星が配置されていないため，高緯度地域には通信を提供することができな

い．一方低緯度～中緯度地域においては衛星が均等に配置されているため，効率性に優れ

た方式であるといえる[14]．また傾斜軌道の課題の 1 つとしてドップラーシフトが挙げら

れる．ドップラーシフトは衛星間の相対速度により発生するため，極軌道・傾斜軌道共に

軌道内衛星間では発生しない．軌道間衛星については，極軌道は隣り合う軌道が同じ方向

に動く場合は相対速度が小さくなるためドップラーシフトは小さくなる．反対方向に動く

場合は相対速度が大きくなるため，ドップラーシフトも大きくなる．傾斜軌道は図 2.4 に

示した通り，衛星が軌道上を 1 周する中で，多くの軌道と交差している．交差する軌道上

の衛星との間では相対速度が大きくなるためドップラーシフトも大きくなる．またハンド

オーバも頻繁に発生するため，衛星の位置によっては軌道間リンクが使用できない場合も

ある．よって制御の難度が高い方式であるといえる．以上述べたように，極軌道，傾斜軌

道はそれぞれ北極・南極地域における可用性，公平性，効率性，ドップラーシフトの大き

さ等の異なる特徴を持っている．先述したメガコンステレーションでは極軌道と傾斜軌道

を組み合わせた方式が Telesat や LeoSat 等により採用されており，2 種類の軌道を使い分

ける方法等，今後の動向が注目される[17][18] 

 

図 2.3 Iridium のコンステレーション 
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図 2.4 NeLS のコンステレーション 

 

2.1.4 HAPS 

HAPS（High Altitude Platform，成層圏プラットフォーム）とは高度 20~50 km の成層

圏に位置する空中基地局である[21]．非地上系ネットワークにおいては地上のエンドユー

ザとの直接通信や衛星間の通信を中継する役割が期待されている．まず衛星と共通する

HAPS の長所として，災害耐性の高さが挙げられる．災害等により地上基地局が使用でき

ない場合であっても，衛星と同じように HAPS は地上の受信端末が無事であれば利用する

ことができる．また地理的制約や政治的制約に捉われない通信を提供できる点も，衛星と

同じく長所であるといえる．次に衛星通信と比較した HAPS の長所を３点挙げる．1 点目

に，可動性・機動性に優れている点を挙げる．衛星は地上から見た相対的な位置が変化し

ない静止軌道衛星，既定の軌道を一定速度で回る低軌道衛星といったように，地上からの

指示で自由に基地局を動かすことができない．一方 HAPS は風の影響を受ける等の制約は

あるが，機体を動かすことができる．そのため被災地への迅速な基地局の派遣，基地局の

移動によるエリア全体の最適化等を実施することができ，可動性・機動性に優れた方式で

あるといえる[21]．2 点目に，衛星と比較して遅延時間が短い点を挙げる．2.1.2 において

述べたように，最も高度が低い低軌道衛星の高度は 160~2000 km である．HAPS は低軌

道衛星よりもさらに高度が低いため，伝播距離が短く，より高速な通信を提供することが

できる．３点目に，地上ネットワークとの相互運用性の高さを挙げる．衛星は送信電力・

受信電力の大きさから専用の衛星携帯電話が必要であり，通常の携帯端末では回線に直接

接続することはできない．一方 HAPS は LTE や 5G NR に接続が可能となるように現在実

証実験及び設計が進められている[22]．そのため携帯電話から直接接続することができ，
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利便性に優れている．また地上基地局との相互運用性の高さを活かし，通信需要の大きい

エリアに HAPS を派遣することで負荷分散を実施することも可能である．一方 HAPS に

は大別して３点の課題がある．１点目は機体製造の難しさである．HAPS は無人飛行によ

る運用が想定されており，長期間運用可能かつ基地局を搭載可能な機体製造，航空機等と

の衝突を回避する自立航行システムの構築等の様々な課題がある．2 点目は天候・風等に

大きく左右される点である．HAPS は成層圏に位置するため天候や風等の影響を強く受け

る．通信リンクは周波数帯が高いほど天候の影響を受けるため，天候の影響を考慮した伝

播モデルの策定，それらを考慮した上で通信品質を確保する方式の実装等を行い，安定的

にサービスを提供する仕組みを構築する必要がある．また風により機体が揺らされる場合

もあるため，その影響を緩和する仕組みも必要である．３点目に制度上の課題である．

HAPS は国境を越えて通信を提供することを目的として開発が進められているが，古くか

ら運用されてきた衛星に比べると各国の法整備が進んでいない．そのため国際標準，国際

的な運用ルールの策定や，各国における法整備を進める必要がある．例えば日本において

は電波法等の通信に関する法律に加え，航空法等の法律について見直しが必要である．以

上述べたように，HAPS には様々な長所及び短所があり，通信のダイバーシティ性の確保，

災害時の通信網の確保，地上ネットワークの負荷分散等の役割を果たす新しいネットワー

クとして，今後も検討を進めていく必要がある． 

 次に HAPS の形状について述べる．HAPS には様々な形状があり，各社が検討を進めて

いるが，それらは気球型と回転翼型に大別される[22]．気球型，回転翼型それぞれのモデ

ルを図 2.5 に示す．気球型は，気球・バルーンに基地局を搭載する方式である．大型化が

しやすく大きい通信基地局を搭載可能である．一方機体の制御や移動が難しく，風速や衝

突する可能性のある物体を把握した上で事前にぶつからないように位置を調整する必要が

ある．一方回転翼型は，太陽光パネルを搭載した小型の飛行船である．特徴としては，機

動性が高く，自由に機体を移動させることができるため，被災地への派遣やエリアの状況

に応じた機体の位置の最適化等を行うことができる．また旋回飛行により機体の位置を固

定することもできる．弱点としては，連続航行時間の短さを挙げる．太陽光パネルにより

発電を行うため環境に与える負荷が小さい一方，天候等の影響を受けず長期航行を可能と

する電源や蓄電池の開発が課題となっている[23]． 

 次に現在開発されている HAPS について述べる．2013 年に立ち上げられた Google の

Loon は気球型の HAPS を開発するプロジェクトである[24]．地方や遠隔地にインターネ

ット接続環境を提供することを目的とし，高度 18 km に気球型の HAPS を配置し，3G に

匹敵する最大速度のネットワークを構築する．NOAA（National Oceanic and Atmospheric 

Administration，米国海洋大気庁）から得られる風速のデータを基に，18~25 km の成層圏

の各高度における風速を見積もる．その結果を基に高度を制御することで気球の緯度・経

度を制御する方式を実装している．Facebook も 2014 年に高度 18~27 km にヘリウム気球

型の HAPS を打ち上げた[21]．ドコモは Airbus と連携して回転翼型の HAPS を開発し， 
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図 2.5 気球型/回転翼型の HAPS 

 

2018 年に実証実験を行った．18 日間の航行を行い，HAPS-携帯電話間の通信を成功させ，

伝送距離は最大 140 km に達した[25]．ソフトバンク傘下の HAPS Mobile は HAWK30 と

いう回転翼型の HAPS を開発した[26]．全長 78 m であり，翼に取り付けられたソーラー

パネルと 10 個のプロペラにより，平均時速 110 km で航行することができる．また数か月

に及ぶ飛行が可能である． 

 

2.1.5 非地上系ネットワークにおける光通信の適用 

 近年非地上系ネットワークにおける光通信（FSO, Free Space Optics）の適用が注目さ

れている．光通信の利点を 4 点あげる[27]．第 1 に，広帯域性により高速な通信が可能で

ある．電波よりも広い帯域幅を利用することができるため，スループットを高めることが

できる．第 2 に，送信機の小型化が可能である．光通信は電波よりも送信電力を小さくす

ることができるため，送信機の小型化や消費電力の低減が可能である．搭載する送信機の

小型化により，衛星や HAPS も小型化することができ，コストの低減にもつながる．第 3

に，秘匿性の高い通信が可能である．光通信は利得が非常に高く，ビーム幅が狭いため，

盗聴や干渉等の影響を受ける可能性が低い．第 4 に，電波と異なり免許が不要な点である．

電波の場合周波数毎に免許が必要となるため，国境をまたいで通信を提供する非地上系ネ

ットワークでは周波数の国際調整や許認可のプロセスが必要となる．光通信の場合はこの

プロセスが不要となる．一方光通信の弱点を 2 点挙げる．第 1 に，光やテラヘルツ波等の

高周波帯域は大気減衰や雲による減衰の影響を受けやすい．そのため天候等のチャネルの

状態によっては通信を行うことができない[27][28]．第 2 に，指向制御の難しさである．

光は指向性が高い分ビーム幅が非常に狭くなる．そのため正確な指向・制御・追尾技術が

必要であり，非地上系ネットワークにおける光通信において大きな課題となっている[28]．

第 1 の課題については，伝播路に大気や雲が多く影響を受けやすい衛星-地上間通信や
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HAPS-地上間通信において特に大きな課題となっている．対策としては地上の受信局を複

数設置するサイトダイバーシティ方式，衛星-地上間の通信を航空機や HAPS で中継する

方式，天候に応じて光とミリ波を切り替える方式等が提案されている[29][30][31]．一方

衛星間通信は宇宙空間において行われるため，大気や雲等の影響を受けにくく，チャネル

状態に関わらず光リンクを使用することができる．そのため非地上系ネットワークにおけ

る光通信の適用については衛星間通信への適用を中心に検討されており，多くの先行研究

がある[7][33][34]． 

 

2.2 多重アクセス方式 

多重アクセス方式とは，ある特定の周波数を複数のユーザで分割して利用する技術であ

る．本節では，研究の対象とする NOMA，PDMA に加え，従来利用されてきた OMA や，

今後の利活用が期待されている OTFS について述べる． 

 

2.2.1 OMA 

 OMA(Orthogonal Multiple Access，直交多元接続)とは，1 人 1 人のユーザに資源を直交

的に割り当てる技術である．具体的な技術として，FDMA(Frequency Division Multiple 

Access，周波数分割多元接続)， TDMA(Time Division Multiple Access，時分割多重接続)，

CDMA(Code Domain Multiple Access，符号分割多元接続),OFDM（Orthogonal 

Frequency Division Multiple Access，直交波周波数分割多元接続）について説明する．

FDMA は 1980 年代に普及した 1G のアナログ音声通話サービスに利用された方式である

[35]．図 2.6 に示した通り，各ユーザに異なる搬送周波数を割り当てることによって信号

を区別する．シンボル間干渉を防ぐために，各ユーザに割り当てたチャネルの間にガード

バンドを設置する[36]．TDMA は 2G において実装された技術であり，GSM や PDC と

いった規格がある[35]．時間毎に各チャネルに割り当てるユーザを決め，各ユーザは決め

られた時間にデータを送信することで干渉を回避する．ユーザに割り当てる時間の単位を

タイムスロットと呼ぶ．CDMA は 3G において利用された方式であり，W-CDMA と

CDMA2000 という 2 つの規格がある[35]．CDMA ではスペクトル拡散技術を用い，各ユ

ーザを識別する．具体的には，まず各ユーザに個別の拡散信号を割り当てる．各ユーザの

信号と拡散信号を掛け合わせ信号をそれぞれ生成し，それらを同じチャネル上で同時に送

信する．受信側では各ユーザの拡散信号を用い逆拡散することで自身の信号を取り出す．

OFDM は周波数軸上で互いに直交関係を有するサブキャリアを多重化して送信する方式で

ある．FDMA に比べ高密度にユーザを配置することができるため，周波数利用効率が高く

なる． 
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図 2.6 FDMA,TDMA,CDMA のモデル 

 

2.2.2 NOMA 

 5G, IoT 等の普及，デジタル化の進展によりトラフィック量は増加し続けている．2020

年 11 月時点では平均約 19.9 Tbps のトラフィックが日本国内で流通していたと推定され

ており，この値は前年比 56.7%増である[5]．また発展途上国においてもインターネットイ

ンフラが急速に整備されており，今後もトラフィック量は増加していくことが予想される．

対して利用可能な周波数帯域は有限であるため，より周波数を有効活用する技術が必要で

ある．2.2.1 において述べた OMA は，周波数，時間といった資源を直交的に割り当てるこ

とで混信を避ける方式であるが，この方式では達成可能な周波数利用効率に限界がある．

そのため近年は資源を非直交的に割り当てる NOMA（Non-Orthogonal Multiple Access，

非直交多元接続）が注目を集め，5G においても実装されている[37]．NOMA では時間，

周波数といった資源を複数のユーザに割り当て，電力領域またはコード領域において信号

の多重化及び分離を行うことで通信を行う．同じ時間軸，周波数軸上で複数の信号を送信

することができるため，OMA に比べて周波数利用効率が大幅に上昇する．また 5G，

Beyond 5G において目標とされている超多接続，超大容量，超低遅延にも貢献することが

期待されている[38]． 

 NOMA の方式は，電力領域の NOMA（Power Domain NOMA）とコード領域の

NOMA（Code Domain NOMA）に大別される[38]．電力領域の NOMA では，各ユーザ

のチャネル状態と復号する順番に応じて異なる送信電力を割り当て，信号を送信する．受

信側では SIC （Successive Interference Cancellation）により受信電力が高い順に信号を復

号する．コード領域の NOMA は CDMA を拡張した方式である．CDMA と同じように拡
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散符号を各ユーザに割り当て，時間・周波数軸上で信号を多重化する．さらに拡散シーケ

ンスを用い，各ユーザのゲインを異なる値に設定することができる[37]．本論文では電力

領域の NOMA に絞って議論を行う．以降簡単化のため，「NOMA」は電力領域の NOMA

を指すものとする． 

 次に NOMA の原理について説明する．簡単化のため，図 2.7 に示したように，2 台の送

信局が 1 台の受信局に向けてデータを送信するアップリンク NOMA を想定して説明する．

ユーザ 1 の方がユーザ 2 よりも基地局との間の伝搬距離が短い環境を想定し，ユーザ 1 の

方がユーザ２よりも受信電力が大きくなるものとする．各ユーザは同一周波数を用い，同

時に信号を送信する．先述したように，NOMA は受信電力の差を利用して受信側で復号

を行うため，2 人のユーザの受信電力に差がつくように，各ユーザの送信電力を制御する 

 

 

図 2.7 アップリンク NOMA の例 

 

 

図 2.8 アップリンク NOMA における復号手順 
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必要がある．受信側で受信される信号は図 2.7 の左上の図のように，電力領域において複

数の信号が多重化された信号になる．受信側では SIC により，各信号を分離することで復

号を行う．具体的な復号の手順を図 2.8 に示す．まず受信電力の小さいユーザ 2 の信号を

干渉信号とみなし，受信電力の大きいユーザ 1 の信号を復号する．次に復号したユーザ 1

の信号を再度変調し，元の受信信号から引くことでユーザ 1 の信号を除去する．最後にユ

ーザ１の信号を除去した受信信号からユーザ 2 の信号を復号する．ユーザ数が 3 人以上の

場合も同様に受信電力が大きいユーザから順に復号することで全ユーザの信号を復号する．

またダウンリンクの場合も同様に，送信側で全ユーザに宛てた信号を多重化し，受信側の

各ユーザは自身の信号が取り出せるまで SIC による信号の分離を繰り返すことで電力領域

における多重化を実現することができる．ユーザ間の受信電力に差がつかない場合，受信

電力の大きい信号を復号する際の干渉信号の電力が大きくなるため，受信電力の大きいユ

ーザの通信精度が劣化する．また受信電力が大きいユーザの信号のビット誤りが受信電力

の小さいユーザの復調にも波及するため，受信電力の小さいユーザの通信精度も劣化する．

一方受信電力の大きいユーザに比べて受信電力の小さいユーザの受信電力を小さく設定し

すぎた場合，受信電力の小さいユーザの信号を認識できず，通信精度が劣化する．そのた

め適切な電力制御を行うことが NOMA においては非常に重要であるといえる．また受信

電力の大きさは通信レートにも反映されるため，NOMA では受信電力の大きいユーザと

小さいユーザで通信レートにも大きな差ができてしまう．ダウンリンク NOMA における 

 

 

図 2.9 アップリンク NOMA における通信レートの差 
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通信レートのシミュレーション例を図 2.9 に示す．この結果からも分かる通り，ユーザ間

の公平性の確保が NOMA における課題であるといえる． 

 次に NOMA の理論式について述べる．簡単化のため，図 2.7 に示した 2 ユーザアップ

リンク NOMA の場合の理論式について説明する．受信局の受信信号は次式より表される． 

𝑦𝐵𝑠 = √𝑃1ℎ1𝑥1 +√𝑃2ℎ2𝑥2 + 𝑛 (2.1) 

𝑥1, 𝑥2はユーザ 1,2 の送信信号，𝑃1, 𝑃2はユーザ 1,2 の送信電力，ℎ1, ℎ2は受信局-ユーザ 1,2

間のチャネル係数，𝑛は白色ガウス雑音（AWGN）を指す．ユーザ 1,2 の SINR（Signal to 

Interference and Noise Ratio，信号電力対雑音電力比）は次式より表される[39]． 

𝑆𝐼𝑁𝑅1 =
𝑃1|ℎ1|

2

𝑃2|ℎ2|
2 + 𝜎𝑛

2
(2.2) 

𝑆𝐼𝑁𝑅2 =
𝑃2|ℎ2|

2

𝜎𝑛
2

(2.3) 

𝜎𝑛
2は雑音電力を表す．各ユーザの通信容量は次式より表される[39]． 

𝑅1 = 𝑊 log2(1 + 𝑆𝐼𝑁𝑅1) (2.4) 

𝑅2 = 𝑊 log2(1 + 𝑆𝐼𝑁𝑅2) (2.5) 

𝑊は帯域幅を表す． 

 

2.2.3 PDMA 

 先述した通り，NOMA はユーザ間の受信電力の差により，ユーザ間の通信レートにも大

きな差が生じてしまい，ユーザ間の公平性を確保することができない．PDMA は NOMA と

同様の電力領域における信号の多重化を実装しつつ，各ユーザの電力レベルを周期的に切

り替えることでユーザ間の公平性を確保する多重アクセス方式である．PDMA は 1992 年

に提案された方式である[40]．提案された段階では信号を分離する SIC が導入されておら

ず，電力領域における信号の多重化のみが実装されていたが，本論文では PDMA に SIC の

機能を付加した方式を対象とする． 

次に PDMA の制御方式について具体的に説明する．PDMA では NOMA と同様に複数の

信号を同一周波数，時間上で送信する．NOMA では基本的に電力レベルの切り替えは行わ

ず，各ユーザは固定の電力レベルを使用する．チャネル状態が悪いユーザを低い電力レベ

ルに配置し，チャネル状態が良いユーザを高い電力レベルに配置する方式が最も電力の利

用効率が良く，多く用いられている [41]．一方 PDMA ではチャネル状態に関わらず，各ユ

ーザの電力レベルを周期的に切り替える．4 ユーザで PDMA を実装した例を図 2.10 に示

す．図 2.10 において，Station D はタイムスロット 1 では電力レベル 1 に割り当てられて

いるが，タイムスロット 2 では電力レベル 2，タイムスロット 3 では電力レベル 3 と電力

レベルが周期的に切り替わっている．各ユーザは前のタイムスロットよりも電力レベルが

1 段階上がるように制御される．また最も高い電力レベルまで達した場合は次のタイムス

ロットで最も低い電力レベルになるよう制御される．したがって各ユーザは均等に各電力 
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図 2.10 PDMA における割当の例 

レベルに割り当てられる．電力レベルが高い場合の通信レートは高くなり，電力レベルが

低い場合の通信レートは低くなる．よって各電力レベルに均等に割り当てられることで，

各ユーザの平均通信レートは近い値になり，ユーザ間の公平性が確保される． 

 PDMA の非地上系ネットワークへの適用については，静止軌道-地上間の通信において

先行研究がある[42]．しかし他の領域については研究されていない． 

 

2.2.4 OTFS 

 OTFS（Orthogonal Time Frequency Space Modulation，直交時間周波数空間変調）とは，

従来用いられてきた時間・周波数領域ではなく，遅延・ドップラー領域を利用した多重ア

クセス方式である[43]．本論文では題材として用いないが，Beyond 5G において活用が期

待されている非地上系ネットワークの新しい多重アクセス方式であるため，その概要を記

載する．従来の OMA や NOMA，OFDM は時間・周波数領域において信号を識別する通信

方式であり，マルチパスによる遅延波やドップラーシフトは円滑な通信を阻害する要因と

して捉えられてきた．OTFS はこの遅延波やドップラーシフトを逆に利用した方式であり，

遅延・ドップラー領域において信号を識別する．詳細な通信手順，理論式については後述

するが，OFDM を昇華させた方式でもあり，送受信側で時間-周波数領域と遅延・ドップラ

ー領域間の変換を実装することで変復調を行う．利点としては，先述した遅延波，ドップ

ラーシフトに対する耐性に加え，チャネルゲインが一定であることが挙げられる[43]．

OTFS では遅延-ドップラー領域で生成した信号を時間-周波数領域に変換するが，この時に

信号が時間-周波数領域において CDMA のように拡散されるため，チャネルゲインが一定

となる．さらに特定の周波数や時間において干渉波が発生した場合でも，信号が時間-周波

数領域において拡散されているため，信号が受ける影響は小さく干渉に強い方式であると

いえる．対して弱点としては，利用可能なユースケースが限られる点と，詳細なチャネル

情報が必要な点が挙げられる．OTFS は遅延波やドップラーシフトを利用した方式である 
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図 2.11 OTFS の変復調手順 

 

ため，遅延波やドップラーシフトが生じない環境では利用できない．そのためドップラー

シフトや遅延波の少ない屋内通信等では利用することができない．ドップラーシフトが大

きいミリ波・テラヘルツ波などの高周波帯及び高速鉄道・衛星等の高モビリティ環境，

V2X や移動体通信等のマルチパスが大きい環境に適した方式であるといえる[44]．チャネ

ル情報については，受信側でチャネル情報を利用して復号を行うため，ドップラーシフト

や遅延波等の詳細なチャネル情報が必要となる．そのため正確なチャネル推定が必要であ

り，普及を促すためにはより可用性の高い方式を探求していく必要があるといえる． 

次に OTFS の変復調手順について説明する．OTFS の変復調の手順を図 2.11 に示す[43]．

OTFS ではまずドップラー-遅延領域において送信信号 x[k,l]を生成する．次に ISFFT

（Inverse Finite Fourier Transform）によってドップラー-遅延領域の信号である x[k,l]を時 

間-周波数領域の信号 X[n,m]に変換する．理論式については後述する．次にハイゼンベルグ

変換を行うことで時間領域の信号 s(t)に変換し，チャネルを介して信号を送信する．受信

側では時間領域の信号 r(t)を取得し，離散ウィグナー変換により時間-周波数領域の信号

Y[n,m]に変換する．最後に SFFT（Simplistic Finite Fourier Transform）により遅延-ドップ

ラー領域の信号 y[k,l]に変換する．以上述べたように，OTFS では送受信信号の表現はドッ

プラー-遅延領域で行いつつ，実信号の送受信自体は従来と同じ時間-周波数領域で行う． 

最後に OTFS の理論式について述べる．まず遅延-ドップラー領域から時間-周波数領域へ

の変換式である ISFFT, 時間-周波数領域から遅延-ドップラー領域への変換である SFFT の式

を以下に示す[45]．２次元フーリエ変換の変形であり，OFDM の変調器に機能を追加する

ことで実現することができる． 

𝑋[𝑛,𝑚] =
1

√𝑀𝑁
∑ ∑𝑥[𝑘, 𝑙]𝑒𝑗2𝜋(

𝑛𝑘
𝑁
−
𝑚𝑙
𝑀
)

𝑁−1

𝑙=0

𝑀−1

𝑘=0

(2.6) 

𝑥[𝑘, 𝑙] = ∑ ∑ 𝑋[𝑛,𝑚]𝑒−𝑗2𝜋(
𝑛𝑘
𝑁
−
𝑚𝑙
𝑀
)

𝑁−1

𝑚=0

𝑀−1

𝑛=0

(2.7) 

M はタイムスロットの数，N は周波数スロットの数，n は時間，m は周波数，k は遅延，

l はドップラーをそれぞれ示す． 

 次に時間-周波数領域の信号を時間領域の信号に変換するハイゼンベルグ変換，時間領

域の信号を時間-周波数領域の信号に変換する離散ウィグナー変換の理論式を以下に示す

[43]． 
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𝑠(𝑡) = ∑ ∑𝑋[𝑛,𝑚]𝑒𝑗2𝜋𝑚∆𝑓(𝑡−𝑛𝑇)𝑔𝑡𝑥(𝑡 − 𝑛𝑇)

𝑁−1

𝑛=0

𝑀−1

𝑚=0

(2.8) 

𝐴𝑔𝑡𝑥,𝑟(𝑘, 𝑙) = ∫𝑒
−𝑗2𝜋𝑙(𝑡−𝑘)𝑔𝑡𝑥(𝑡 − 𝑘)𝑟(𝑡)𝑑𝑡 (2.9) 

𝑌[𝑛,𝑚] = 𝐴𝑔𝑡𝑥,𝑟(𝑘, 𝑙)|𝑘=𝑛𝑇, 𝑙=𝑚∆𝑓 (2.10) 

𝑔𝑡𝑥は送信側のパルス信号，𝐴𝑔𝑡𝑥,𝑟は cross-ambiguity 関数を示す．離散ウィグナー変換で

はまず式(2.9)の cross-ambiguity 関数により，受信信号とパルス波を同期させる．次に式

(2.10)により時間，周波数毎にサンプリングをすることで，スロット毎の値を算出してい

る． 

OTFS について本論文ではシミュレーションを行う部分までは至らなかったが，ドップ

ラーシフトやマルチパスが課題となる非地上系ネットワークにおいて有効性の高い通信方

式であると考える．今後も具体的なユースケースや実現可能性も含めて検討を続けていき

たい． 
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3. 地上-HAPS 間アップリンク通信における PDMA の適用に関する研究 

3.1 概要・研究背景 

 本章では地上-HAPS 間のアップリンク通信に着目し，PDMA や NOMA の適用により通

信性能を向上させるシステムについて提案する．2.1.4 において先述したように，HAPS は 

災害時における通信の提供，地理的制約・政治的制約等により地上ネットワークが利用

できない地域に向けた通信の提供，地上ネットワークとの相互運用による負荷軽減等の

様々な役割が期待されている．また HAPS Mobile のようにユーザ端末が直接通信を行うこ

とのできる基地局も開発されており，今後ユーザ数が増大していくことが予想される．そ

のため HAPS-地上間通信における通信性能を向上させる多重アクセス方式が必要である．

HAPS-地上間通信においてスループットを増大させる通信方式として，NOMA を適用した

システムが複数の研究者により研究されている[46][47]．2.2.2 において述べたように，

NOMA では同一の時間・周波数上で複数の信号を送信し，電力領域において信号の多重

化・分離を実装することで周波数利用効率を大幅に改善することができる．一方で信号の

復号を成功させるためには，ユーザの受信電力に一定以上の差をつける必要があるため，

各ユーザの通信レートにも差ができてしまい，公平性の観点から問題がある．図 1.1 にお

いて示した非地上系ネットワークにおいて，HAPS はユーザと直接通信を行うエンド部分

を担っているため，HAPS-地上間の通信はユーザの QoS に直結する．またモバイル通信に

も用いられることを考慮すると，ユーザ間の通信レートの差が大きい点は好ましくないと

いえる．そのため本論文では HAPS-地上間通信に PDMA を適用する手法について探求する．

2.2.3 において述べた通り，PDMA では各ユーザの電力レベルを周期的に切り替えるため，

平均通信レートが近い値になり，ユーザ間の公平性が確保される．一方でチャネル状態の

悪いユーザが良いユーザよりも高い電力レベルに配置されることもあるため，電力効率が

悪化し，スループットは NOMA よりも低下することが予想される．そこで本論文では

PDMA と NOMA をそれぞれ適用した HAPS-地上間アップリンク通信システムを提案し，シ

ミュレーションによって BER，スループット，ユーザ間の公平性等を比較する．なお 2.2.3

に記載した通り，PDMA の非地上系ネットワークへの適用については，地上-静止軌道衛星

間の通信では検討されているが[42]，地上-HAPS 間及び地上-低軌道衛星間では検討されて

いない．そのため本研究では地上-HAPS 間アップリンク通信に着目する． 

 本論文で提案するシステムは 3 つの特徴を有する．具体的なシステムの通信手順及び

それぞれの特徴の詳細については 3.3 において述べるため，本節では概略のみ記す．第 1

に，光とミリ波のハイブリッドな運用を実装する．2.1.5 において述べたように，光通信は

電波よりも高速な通信を実現することができる．一方で大気減衰や雲による減衰の影響を

強く受けるため，地上-HAPS 間の伝播路の状態に応じては光通信を利用することができな

い．そのため伝播路の状態に応じて光とミリ波を切り替える仕組みを実装する．第 2 に，

PDMA を適用する．光とミリ波の両方の領域において PDMA を実装し，スループットを高
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めつつユーザ間の公平性を確保するシステムの実現を目指す．第 3 に，各ユーザの伝搬路

の状態に応じて送信電力を制御する手法を導入する． 

 

3.2 地上間-HAPS 間のチャネルモデル 

本節では題材として取り扱う地上-HAPS 間アップリンク通信のチャネルモデルについて

記載する．3.1 において述べたように，本論文で提案するシステムでは光とミリ波のハイ

ブリッドな運用を実装する．そのため光，ミリ波それぞれのチャネルモデルについて理論

計算の結果も交えて述べる． 

 

3.2.1 光 

 地上-HAPS 間アップリンク光通信における HAPS の受信電力は次式より表される[48] 

𝑃𝑟 = 𝑃𝑡 (
𝐷2

𝐷1 + 𝜃𝐿
)
2

𝑟𝑡𝑟𝑟ℎ𝑊ℎ𝑡 (3.1) 

𝑃𝑡は送信電力，𝑃𝑟は受信電力，𝐷1，𝐷2は送信機・受信機の口径，𝑟𝑡，𝑟𝑟は送信機・受信機の

光効率，𝜃は送信機の発散角，𝐿は伝搬距離を指す．またℎ𝑊は気象状態に基づくチャネル係

数，ℎ𝑡は大気乱流によるチャネル状態を指し，これらの値が気象及び大気の状態に応じて

変動する． 

気象状態に基づくチャネル係数ℎ𝑊は次式より求められる[49]． 

ℎ𝑊 = 10(−𝛾𝐿 10⁄ ) (3.2) 

𝛾は減衰定数を示し，次式より求められる[49]． 

𝛾 =
3.91

𝑉
(
𝜆

550
)
−𝛿

(3.3) 

𝑉は視程，𝜆は波長，𝛿は粒子関連係数を指す．視程とは大気の混濁の度合いを指す指標で

あり，肉眼で目標物を見分けることのできる最大距離を示す．そのため雲や霧により視界

が悪い場合，視程は小さい値になる．粒子関連係数は視程の実測値に基づいて算定された

Kim モデルにより，次式から算出される[49]． 

𝛿 =

{
 
 

 
 
1.6                               (𝑉 ≥ 50)

1.3                       (6 ≤ 𝑉 < 50)

0.16𝑉 + 0.34   (1 ≤ 𝑉 < 6)

𝑉 − 0.5            (0.5 ≤ 𝑉 < 1)

0                               (𝑉 < 0.5)

      (3.4) 

次に式(3.1)の大気の乱流に基づくチャネル係数の計算方法について述べる．大気乱流に

基づくチャネル係数は，確率密度関数（pdf）によって推定する．大気乱流の大きさに応じ

て様々な確率分布のモデルが存在する[49]．具体的には弱領域に対応した対数正規分布モ

デル，弱～強領域に対応したガンマ・ガンマモデル，飽和領域に対応した負指数モデル等

である．本論文では広い領域に対応したガンマ・ガンマモデルを採用する．ガンマモデル

における大気乱流のチャネル係数の pdf を次式に示す[50]． 
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𝑝(ℎ𝑡) =
2(𝛼𝛽)(𝛼+𝛽) 2⁄

𝛤(𝛼)𝛤(𝛽)
ℎ𝑡
(
𝛼+𝛽
2 )−1

𝐾𝛼−𝛽(2√𝛼𝛽ℎ𝑡) (3.5) 

𝛼は屈折に関するパラメタ，𝛽は散乱に関するパラメタ，𝛤はガンマ関数，𝐾は第 2 種ベッ

セル関数を示す．𝛼，𝛽は次式より求められる[50]． 

𝛼 = [𝑒𝑥𝑝 (
0.49𝜎𝐼

2

(1 + 1.11𝜎𝐼
12 5⁄ )7 6⁄

) − 1]

−1

(3.6) 

𝛽 = [𝑒𝑥𝑝 (
0.51𝜎𝐼

2

(1 + 0.69𝜎𝐼
12 5⁄ )5 6⁄

) − 1]

−1

(3.7) 

𝜎𝐼はリトフ分散という大気乱流の強さを示す指標を指す．リトフ分散は次式より算出され

る[50]． 

𝜎𝐼
2 = 2.25𝑘7 6⁄ 𝑠𝑒𝑐11 6⁄ (𝜍)∫ 𝐶𝑛

2(ℎ)(ℎ − ℎ0)
5 6⁄ 𝑑ℎ

𝐻

ℎ0

(3.8) 

𝑘は波数（2𝜋/𝜆），𝜍は仰角，ℎは HAPS の高度，ℎ0は地上局の高度，𝐶𝑛
2は屈折率構造パラメ

タを示す．屈折率構造パラメタは次式より求められる． 

𝐶𝑛
2(ℎ) = 0.00594 (

𝑣𝑤
27
)
2

(10−5ℎ)10𝑒𝑥𝑝 (
−ℎ

1000
) (2.7 × 10−16)𝑒𝑥𝑝 (

−ℎ

1500
) + 𝐶𝑛

2(0)𝑒𝑥𝑝 (
−ℎ

100
)  (3.9) 

𝑣𝑤は風速を示す． 

また降雨減衰についてはミリ波では考慮するが，光領域では考慮しない．降雨減衰は光

領域でも発生するが，後述する理論計算の結果でも示す通り，光信号は薄い霧や雲によっ

て大きく減衰する．雨が降っている場合は霧や雲も同時に発生している場合が高く，それ

らによる減衰が支配的となるため[49]，本論文では光信号の降雨減衰は考慮しないものと

する． 

次に策定したチャネルモデルを基に理論計算した結果を示す．まず式(3.3)，(3.4)を基に

1550, 850, 690 nm の波長における減衰定数を計算した結果を図 3.1 に示す．視程が大きい，

即ち雲や霧が濃いほど減衰が大きくなることが分かる．また視程が 2 km の薄い霧の場合

でも減衰定数が 6 dB/km と比較的大きく，光通信において霧や雲による減衰が大きいこと

が分かる． 
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図 3.1 視程による減衰定数の計算結果（光） 

 

次に式(3.5)~(3.7)を基に大気乱流による減衰の確率密度関数を計算する．リトフ分散と

𝛼，𝛽の関係を図 3.2 に，確率密度関数の計算結果を図 3.3 に示す 

 
図 3.2 リトフパラメタの計算結果（光） 
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図 3.3 ガンマ・ガンマモデルにおけるチャネル係数の確率密度関数（光） 

 

図 3.4 地上-HAPS 間通信の受信電力の理論計算結果（光） 

 

最後に作成したチャネルモデルを基に HAPS-地上間通信の受信電力を計算した結果を図

3.4 に示す．波長を 1550 nm，送信電力を 20 dBm，送受信側の口径を 8, 20 cm，光効率を
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0.75 とした．また視程は 0.1~1 km と霧が濃い状態を想定して理論計算を行った．視程の

値が大きいほど受信電力の値が大きくなっていることが分かる． 

 

3.2.2 ミリ波 

地上-HAPS 間アップリンク通信におけるミリ波のチャネルモデルについて述べる．パス

ロスの合計値は次式より求められる [51]． 

𝑃𝐿 = 𝑃𝐿𝑒 + 𝑃𝐿𝑏 + 𝑃𝐿𝑔 + 𝑃𝐿𝑠 + 𝑃𝐿𝑟 (3.10) 

𝑃𝐿𝑒は建物の遮蔽によるロス，𝑃𝐿𝑏は自由空間ロス等の基本的なパスロス，𝑃𝐿𝑔は大気減衰

によるロス，𝑃𝐿𝑠は電離層や対流圏シンチレーションによるロス，𝑃𝐿𝑟は降雨減衰によるロ

スを示す．建物によるロス𝑃𝐿𝑒は次式より求められる[51]． 

𝑃𝐿𝑒 = 10 log10(10
0.1𝐴 + 100.1𝐵 + 100.1𝐶) (3.11) 

A,B,C は周波数及び人口密度によって決まる定数を指す．なお本章では LoS 環境のみを考

慮するため，3.4 におけるシミュレーションでは建物によるロスは考慮しないものとする．

次に基本的なパスロスは次式より求められる． 

𝑃𝐿𝑏(𝑑, 𝑓, 𝛼) = 𝐹𝑆𝑃𝐿(𝑑, 𝑓) + 𝑆𝐹 + 𝐶𝐿(𝛼, 𝑓) (3.12) 

𝐹𝑆𝑃𝐿は自由空間ロス，𝑆𝐹はシャドーイングによるロス，𝐶𝐿はクラッターロスを指す．ま

た𝑑は送受信間の距離，𝑓は周波数，𝛼は仰角を指す．シャドーイングによるロスとクラッ

ターロスは周波数，仰角より算定される[51]．自由空間ロスは次式より求められる． 

𝐹𝑆𝑃𝐿(𝑑, 𝑓) = 32.45 + 20 𝑙𝑜𝑔10(𝑓) + 20 𝑙𝑜𝑔10(𝑑) (3.13) 

 次に大気減衰によるロス𝑃𝐿𝑏は次式より求められる[52]． 

𝑃𝐿𝑔 =
𝐴𝑜 + 𝐴𝑤
sin𝛼

(3.14) 

𝐴𝑜は乾燥空気（酸素）によるロス，𝐴𝑤は水蒸気によるロスを示す．𝐴𝑜，𝐴𝑤はそれぞれ次

式より求められる． 

𝐴𝑜 = ℎ𝑜𝛾𝑂 (3.15) 

𝐴𝑊 = ℎ𝑤𝛾𝑊 (3.16) 

ℎ𝑜， ℎ𝑊は乾燥空気・水蒸気の等高度，𝛾𝑂，𝛾𝑤は乾燥空気・水蒸気の比減衰を指す．ℎ𝑜， 

ℎ𝑊及びそれらの計算に必要なパラメタは以下より求められる[52]． 

ℎ𝑂 =
6.1

1 + 0.17𝑟𝑝
−1.1

(1 + 𝑡1 + 𝑡2 + 𝑡3) (3.17) 

𝑡1 =
4.64

1 + 0.066𝑟𝑝
−2.3 exp [−(

𝑓 − 59.7

2.87 + 12.4 exp(−7.9𝑟𝑝)
)

2

] (3.18) 

𝑡2 =
0.14exp(2.12𝑟𝑝)

(𝑓 − 118.75)2 + 0.031 exp(2.2𝑟𝑝)
(3.19) 

𝑡3 =
0.0114

1 + 0.14𝑟𝑝
−2.6 𝑓

−0.0247 + 0.0001𝑓 + 1.61 × 10−5𝑓2

1 − 0.0169𝑓 + 4.1 × 10−5𝑓2 + 3.2 × 10−7𝑓3
(3.20) 
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ℎ𝑤 = 1.66 (1 +
1.39𝜎𝑤

(𝑓 − 22.235 + 2.56𝜎𝑤
+

3.37𝜎𝑤
(𝑓 − 183.31 + 4.69𝜎𝑤

+
1.58𝜎𝑤

(𝑓 − 325.1)2 + 2.89𝜎𝑤
) (3.21) 

𝜎𝑤 =
1.013

1 + 𝑒𝑥𝑝[−8.6(𝑟𝑝 − 0.57]
(3.22) 

𝑟𝑝 = (𝑝 + 𝑒)/1013.25) (3.23) 

𝑒 = ϱT/216.7 (3.24) 

𝑡1，𝑡2，𝑡3は乾燥空気の等高度の計算に必要なパラメタ，𝑟𝑝は気圧比，𝑝は乾燥空気圧，𝑒は

水蒸気分圧，ϱは水蒸気密度，Tは気温を表す． 

  次に𝛾𝑂，𝛾𝑤は以下より求められる[52]． 

𝛾𝑜 = 0.1820𝑓 (∑ 𝑆𝑖𝐹𝑖 +𝑁𝐷(𝑓)
𝑖(𝑜𝑥𝑦𝑔𝑒𝑛)

) (3.25) 

𝛾𝑊 = 0.1820𝑓 (∑ 𝑆𝑖𝐹𝑖
𝑖(𝑊𝑎𝑡𝑒𝑟 𝑣𝑎𝑝𝑜𝑖𝑟)

) (3.26) 

𝑆𝑖 = 𝑎1 × 10
−7𝑝𝜃3𝑒𝑥𝑝[𝑎2(1 − 𝜃)]       𝑓𝑜𝑟 𝑜𝑥𝑦𝑔𝑒𝑛 (3.27) 

𝑆𝑖 = 𝑏1 × 10
−1𝑒𝜃3.5𝑒𝑥𝑝[𝑏2(1− 𝜃)]        𝑓𝑜𝑟 𝑤𝑎𝑡𝑒𝑟 𝑣𝑎𝑝𝑜𝑢𝑟 (3.28) 

𝐹𝑖 =
𝑓

𝑓𝑖
[
𝛥𝑓 − 𝛿(𝑓𝑖 − 𝑓)

(𝑓𝑖 − 𝑓)
2 +𝛥𝑓2

+
𝛥𝑓 − 𝛿(𝑓𝑖 + 𝑓)

(𝑓𝑖 + 𝑓)
2 + 𝛥𝑓2

] (3.29) 

𝛥𝑓 = 𝑎3 × 10
−4(𝑝𝜃0.8−𝑎4 + 1.1𝑒𝜃)       𝑓𝑜𝑟 𝑜𝑥𝑦𝑔𝑒𝑛 (3.30) 

𝛥𝑓 = 𝑏3 × 10
−4(𝑝𝜃𝑏4 + 𝑏5𝑒𝜃

𝑏6)          𝑓𝑜𝑟 𝑤𝑎𝑡𝑒𝑟 𝑣𝑎𝑝𝑜𝑢𝑟 (3.31) 

𝑎1~𝑎5，𝑏1~𝑏5は乾燥空気，水蒸気の比減衰を指し，Recommendation ITU-R p.676.11 より

値を取得する[52]．𝜃は 300/T の値を表す． 

 次に式(3.10)における電離層・対流圏シンチレーションによるロス𝑃𝐿𝑠は，電流系シンチ

レーションによるロスは𝑃𝐿𝑠1と対流圏シンチレーションによるロス𝑃𝐿𝑠2の合計より求めら

れる．𝑃𝐿𝑠1は次式より求められる[53]． 

𝑃𝐿𝑠1(𝑓) =
27.5 ∙ 𝑆4

1.26 ∙ (𝑓 4⁄ )−1.5

√2
(3.32) 

𝑆4はシンチレーションインデックスを示す．また対流圏シンチレーション𝑃𝐿𝑠2は表 3.1 よ

り，仰角から推定した[54]． 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

 

表 3.1 対流圏シンチレーション 

仰角 [deg] 対流圏シンチレ

ーション[dB] 

10 1.08 
20 0.48 
30 0.30 
40 0.22 
50 0.17 
60 0.13 
70 0.12 
80 0.12 
90 0.12 

   

次に式(3.10)における降雨減衰によるロス𝑃𝐿𝑟は次式より求められる[3-2-2-5]． 

𝑃𝐿𝑟 = 𝑘𝑅
𝛼𝑑 (3.33) 

𝑘，𝛼は周波数毎に決定される減衰係数，𝑅 は降水量[mm/h]，𝑑は送受信間の距離を示す．

𝑘，𝛼は次式より求められる[55]． 

𝑘 =
[𝑘𝐻 + 𝑘𝑉 + (𝑘𝐻 − 𝑘𝑉) cos

2 𝜃 cos2𝛾]

2
(3.34) 

𝛼 =
[𝑘𝐻𝛼𝐻 + 𝑘𝑉𝛼𝑉 + 𝑘𝐻𝛼𝐻 − 𝑘𝑉𝛼𝑉) cos

2 𝜃 cos2𝛾]

2
(3.35) 

𝑘𝐻，𝛼𝐻は水平偏光の減衰係数，𝑘𝑉，𝛼𝐻は垂直偏光の減衰係数を示す．𝑘𝐻，𝑘𝑉，𝛼𝐻，𝛼𝑉は

以下より求められる[55]． 

log10 𝑘(𝐻 𝑜𝑟 𝑉) =∑(𝑎𝑗𝑒𝑥𝑝 [−(
log10 𝑓 − 𝑏𝑗

𝑐𝑗
)

2

]) +𝑚𝑘 log10 𝑓

4

𝑗=1

+ 𝑐𝑘 (3.36) 

𝛼(𝐻 𝑜𝑟 𝑉) =∑(𝑎𝑗𝑒𝑥𝑝 [−(
log10 𝑓 − 𝑏𝑗

𝑐𝑗
)

2

]) +𝑚𝑘 log10 𝑓

5

𝑗=1

+ 𝑐𝑘 (3.37) 

𝑎𝑗，𝑏𝑗，𝑐𝑗，𝑚𝑘は大気中の各種成分のパラメタを表しており，Recommendation ITU-R 

P.838-3 から引用している[56]． 

 

次にミリ波のチャネルモデルに関する理論計算の結果を示す．第 1 に，式(3.10)を基に

周波数毎の大気減衰の値を計算した結果を図 3.5 に示す．この結果は[52]の結果と一致す

る．第 2 に，式(3.14)~(3.31)に基づき，大気減衰によるロス𝑃𝐿𝑔を計算した結果を図 3.6

に示す．周波数を 30 GHz，気温を 15 度，気圧を 1013 Pha，高度を 20 km として計算を

行った． 
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図 3.5 周波数-減衰の関係（ミリ波） 

 

 

図 3.6 大気減衰の計算結果（ミリ波） 
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第 3 に，3 種類の降水量を定義し，式(3.33)~(3.37)に基づき伝搬距離に応じた降雨減衰

の大きさを計算した結果を図 3.7 に示す．周波数は 20,30,40 GHz とした．降水量が多いほ

ど減衰量も大きくなっていることが分かる． 

第 4 に，式(3.10)~(3.37)に基づき，地上-HAPS チャネルにおけるパスロスの合計値を計

算した結果を図 3.8 に示す．周波数を 30 GHz，気温を 15 度，気圧を 1013 Pha，高度を

20 km とし，4 段階の降水量を想定して計算を行った．降水量 53.6 mm/h の Storm rain の

時は減衰の値が非常に大きく，ミリ波帯は降雨減衰の影響を強く受けることが分かる． 

 

図 3.7 降雨減衰の計算結果（ミリ波） 
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図 3.8 地上-HAPS 間チャネルにおけるパスロスの合計値（ミリ波） 

  



34 

 

3.3 システムモデル 

本節では提案する PDMA を適用した地上-HAPS 間アップリンク通信システムに関する詳

細を記述する．初めに提案システムの通信手順について説明し，次に提案システムの特徴

である光/ミリ波切り替えの実装，PDMA/NOMA の適用，独自の電力制御アルゴリズムの

実装の３点について詳細を記述する． 

 

3.3.1 通信手順 

提案する地上-HAPS 間アップリンク通信システムのモデルを図 3.9 に示す．提案システ

ムでは複数の地上局から HAPS へ向けて送信を行うアップリンクの環境を想定する．各ユ

ーザの配置はランダムであり，雲や大気減衰等のチャネルの状態もそれぞれ異なる状態で

あると仮定する．提案システムにおける具体的な通信手順を以下に記載する． 

 

 

図 3.9 PDMA を適用した地上-HAPS 間アップリンク通信システムのモデル 

 

1． 各地上局はチャネル状態測定用の光参照信号を HAPS へ送信する．チャネル状態の

測定はユーザの状態に関わらず一定間隔置きに行う． 

2． HAPS 側で各地上局の参照信号を受信し，その受信電力から各ユーザのチャネル状態

及びチャネル係数を見積もる． 

3． 手順 2 の結果に基づき，各ユーザを光またはミリ波に割り当てる．具体的には，受

信電力が閾値を超えるユーザ，即ちチャネル状態の良いユーザを光，残りの受信電

力が閾値を下回るユーザをミリ波に割り当てる． 
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4． 光，ミリ波それぞれの領域において PDMA を適用し，各タイムスロットにおける電

力レベルの割当を決定する．複数のユーザが同一のサブバンドに割り当てられる．

また各ユーザの電力レベルは周期的に切り替えられる．詳細は 3.3.3 において述べる． 

5． 手順 2 のチャネル係数の見積もり結果に基づき，各ユーザの各タイムスロットにお

ける送信電力を決定する．電力制御アルゴリズムの詳細は 3.3.4 において述べる． 

6． HAPS から地上局に各タイムスロットにおける電力レベルの割当と送信電力を通知す

る． 

7． 地上局は HAPS から通知された電力レベルと送信電力に従い，信号を送信する． 

8． HAPS は信号を受信し，SIC により信号を分離，復号する． 

 

以上述べたように，本システムでは各ユーザをチャネルの状態に応じて光とミリ波に振

り分け，各領域において PDMA を実装し，電力レベルを周期的に切り替える．最終的には

図 3.9 中の表のような割当表を作成し，ユーザに通知する．また各サブバンド及びタイム

スロットにおいて独自の電力制御アルゴリズムに基づき，各ユーザの送信電力を決定する． 

 本システムの利点としては，PDMA の適用によりユーザ間の公平性を確保しつつ，電力

領域における多重化により OMA よりも高いスループットを実現することができる点が挙

げられる．一方で欠点としては，手順 1~6 において一定の時間ロスが発生してしまう点が

挙げられる．手順 1，2 は地上局の通信状態に関わらず定期的に行う方式を想定しており，

手順 3~6 はユーザからの通信要求を受けた時点で行う形を想定している．そのため通信要

求を受けてから電力レベルの割当，送信電力の決定を行いユーザに通知する部分で時間ロ

スが生じてしまう．これらは 3way ハンドシェイク等，通信リンクを確立する時に行う形

を想定しているが，電力制御のアルゴリズム等，計算時間のかからない手法を検討する必

要があるといえる． 

 

3.3.2 光/ミリ波切り替え 

3.3.1 において述べた通り，本システムでは各ユーザのチャネル状態に応じて光とミリ波

を切り替える方式を実装する．光リンクは雲や大気減衰による減衰の影響を強く受けるた

め，チャネルの状態によっては利用することはできない．そのためチャネルの状態に応じ

て光とミリ波を使い分ける方式を採用する．ミリ波は光に比べると伝送速度が低下するが，

雲による減衰や大気減衰に強い波長である．光/ミリ波切り替えの実装例を図 3.10 に示す．

3.3.1 において論じた通り，各ユーザから HAPS に向けて光参照信号を送信し，その受信電

力に応じて光とミリ波に割り当てる．各ユーザの受信電力が閾値を上回る，即ちチャネル

状態が良い場合は光に割り当てる．一方受信電力が閾値を下回る，即ちチャネル状態が悪

い場合はミリ波に割り当てる．例えば図 3.10(A)のように全ユーザのチャネル状態が良い

場合は全ユーザが光に割り当てられる．(B)のように一部のユーザのみチャネル状態が良い

場合，チャネル状態が良いユーザのみが光に割り当てられ，残りのチャネル状態が悪いユ 
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図 3.10 光/ミリ波切り替えの実装 

 

ーザはミリ波に割り当てられる．(C)のように雲等の影響により全ユーザのチャネル状態が

悪い場合，全ユーザがミリ波に割り当てられる．本研究では高度 20 km の HAPS に対して

仰角が 10~90 度となる範囲をセルと置く．また詳細は 3.4.1 において後述するが，各ユー

ザの視程は統計データに基づき算出する．しかしセルの中で各ユーザの視程がどの程度変

動するか，という点については別途検討が必要である． 

 

3.3.3 PDMA と NOMA の適用 

 3.1 において述べた通り，本研究では PDMA と NOMA をそれぞれ実装し，性能を比較す

る．まず NOMA の適用について説明する．電力レベルを 4 段階にした場合の NOMA の適

用例を図 3.11 に示す．2.2.2 において述べた通り，NOMA では電力領域における多重化を

実装することで，同一時間，周波数上で複数の信号を送信する．受信側では SIC により多

重化された信号を分離し，各信号を復号する．周波数利用効率が高くなるため，スループ

ットや遅延時間といった通信性能が向上する．一方 NOMA の弱点として，ユーザ間の通信

レートに差が出てしまう点が挙げられる．NOMA では図 3.11 に示した通り，各ユーザは

常に固定のチャネルを使用する．一般的には電力効率性の観点から，チャネル状態が良い

（伝播距離が短い）ユーザが高い電力レベルに，チャネル状態が悪い（伝播距離が長い）

ユーザが低い電力レベルになるように制御される．逆にチャネル状態が悪いユーザが高い

電力レベルになるように制御した場合，最大送信電力の制約を考慮すると高い電力レベル

のユーザの受信電力が小さくなるため，スループットが低下する．そのためチャネル状態
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が良いユーザが高い電力レベルになるように設定する．NOMA では受信側で信号を分離す

るために，各電力レベルのユーザの信号の受信電力に一定の差をつける必要がある．その

ため結果として図 2.9 に示した通り，ユーザ間のデータレートにも差が生じてしまい，ユ

ーザ公平性の観点から問題がある． 

一方 PDMA は NOMA と同様に電力領域における多重化を実装しつつ，各ユーザの電力

レベルを周期的に切り替える方式である．電力レベルを 4 段階にしたときの PDMA の割り

当て例を図 3.12 に示す．2.2.3 で述べた通り，PDMA では各ユーザが均等に全電力レベル

に割り当てられるため，各ユーザの平均ユーザレートが近い値となる．そのためユーザ間

の公平性が確保された方式であるといえる．一方 PDMA ではチャネル状態が悪いユーザが

良いユーザよりも高い電力レベルに割り当てられることも多くなる．したがって電力効率

性の観点においては NOMA よりも劣っており，スループットは低下することが予測される． 

 

 

図 3.11 NOMA の割り当て例 

 

 

図 3.12 PDMA の割り当て例 
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本研究では 3.3.1 において述べた通り，各ユーザを参照信号の受信電力に応じて光とミ

リ波に振り分け，各領域において NOMA または PDMA を適用する．光，ミリ波それぞれ

の領域において NOMA，PDMA をそれぞれ適用した例を図 3.13，図 3.14 に示す．NOMA

では光，ミリ波各領域にユーザを振り分けた後，光，ミリ波各領域において各ユーザをチ

ャネル状態が良いユーザがより高い電力レベルに割り当てられるように順番に割り当てて

いく．一方 PDMA の場合は光，ミリ波各領域にユーザを振り分けた後，各領域において

PDMA を適用し，各ユーザの電力レベルを周期的に切り替える．光に割り当てられたユー

ザとミリ波に割り当てられたユーザで通信レートに差がつくことが予想されるが，それぞ

れの領域内においてはユーザ間の公平性が確保される． 

 

 

図 3.13 提案システムへの NOMA の適用例 
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図 3.14 提案システムへの PDMA の適用例 

 

3.3.4 電力制御方式 

3.3.1 において述べた通り，本システムでは PDMA 及び NOMA の各サブバンドにおいて

独自の電力制御方式を適用する．PDMA 及び NOMA ではユーザ間の受信電力の差に基づき

信号を分離するため，電力制御方式が非常に重要である．同一チャネル上の信号間の電力

差が小さい場合，受信電力が大きいユーザの信号を復号する際の干渉電力が相対的に大き

くなるため，受信電力が大きいユーザの信号の復号に失敗する確率が高くなる．また受信

電力が大きい信号の復号に失敗した場合，その復号結果が受信電力の小さい信号の復号に

も影響を与えるため，誤差伝搬が起きる．一方受信電力が小さいユーザの信号の受信電力

が極端に小さい場合，信号を検出できず復号に失敗する確率が高くなる．そのため信号間

に適切な電力差をつけつつ，同一チャネル上の全ての信号の復号に成功する確率を高くす

る電力制御アルゴリズムが必要である．また 3.3.2 において先述したように，地上-HAPS

間のリンクは大気減衰及び霧や雲といった些細な天候の変化の影響を強く受けるため，各

ユーザのチャネル状態が頻繁に変化する．そのためユーザ間のチャネル状態の違いや時間

に応じて変化するチャネル状態にリアルタイムで対応する電力制御アルゴリズムが必要で

あるといえる． 

NOMA におけるもっとも一般的な電力制御方式として固定電力割当方式がある[41]．固

定電力割当方式とは，各ユーザに割り当てる電力の割合を予め固定値に設定する方式であ

る．例えばユーザ数 2 人のダウンリンク NOMA において，電力割り当て率をそれぞれ 0.7，

0.3 に設定した場合，各ユーザの送信電力は最大送信電力の 0.7 倍，0.3 倍となる．固定電
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力割当方式は送受信間の伝搬距離が一定あるいは予測可能である場合，またチャネルの状

態が一定である場合に優位性を発揮する方式である．チャネル状態の推定結果を基に適切

な割り当て率を設定することで信号の分離に成功する確率を高めることができる．また計

算時間にかかるオーバーヘッドが存在しないため，データを即時送信することができる．    

次に最適化計算により各ユーザの QoS を保証しつつスループットを最大化する電力制御

方式や合計送信電力を最適化する電力制御方式等が様々な研究者により提案されている

[41][57]．しかし最適化方式は計算にかかるオーバーヘッドが大きいため，3.3.1 において

述べたような，チャネル状態に応じてリアルタイムに送信電力を制御する必要のある本シ

ステムには適さない．そのため本論文では各ユーザのチャネル状態に応じた送信電力の制

御を実現しつつ，オーバーヘッドの小さい方式を提案する． 

提案する電力制御方式について述べる．簡単化のために 2 ユーザの NOMA を想定する．

まず受信電力の大きいユーザ及び小さいユーザの SINR はそれぞれ次のように表される． 

SINRstrong(𝑡) =
|𝐻1(𝑡)|

2𝑃1
|𝐻2(𝑡)|

2𝑃2 + 𝜎𝑛
2

(3.38) 

SINRweak(𝑡) =
|𝐻2(𝑡)|

2𝑃2
𝜎𝑛

2
(3.39) 

𝐻1(𝑡)は受信電力が大きいユーザ-HAPS 間のチャネル係数，𝐻2(𝑡)は受信電力が小さいユー

ザ-HAPS 間のチャネル係数を指す．𝑃1，𝑃2は受信電力が大きいユーザ及び小さいユーザの

送信電力を指す．𝜎𝑛は白色ガウス雑音（AWGN）の電力を指す．チャネル状態が悪い場合，

チャネル係数は小さくなる．一方チャネル状態が良い場合，チャネル係数は大きくなる．

本論文で提案する電力制御方式ではこのチャネル係数を基に送信電力を決定する． 

具体的には，まず各ユーザのチャネル係数を基に各ユーザの仮の送信電力を次式に基づ

き計算する． 

𝑃1
′ =

|𝐻2(𝑡)|
2

|𝐻1(𝑡)|
2 + |𝐻2(𝑡)|

2
(3.40) 

𝑃2
′ =

|𝐻1(𝑡)|
2

|𝐻1(𝑡)|
2 + |𝐻2(𝑡)|

2
× 𝑏𝑖𝑎𝑠 (3.41) 

𝑃1
′，𝑃2

′は受信電力が大きいユーザ，小さいユーザの仮の送信電力を指す．式(3.40)，(3.41)

より，各ユーザの送信電力はチャネル係数に基づき変動する．例えば受信電力が小さいユ

ーザのチャネル係数が，受信電力が大きいユーザのチャネル係数よりも相対的に小さい場

合，受信電力が小さいユーザの仮の送信電力𝑃2
′が大きくなる．また𝑏𝑖𝑎𝑠は 2 ユーザの受信

電力に差を着けるための係数，バイアス値を指す．1 以下の値に設定し，値を小さくする

ほど 2 ユーザの受信電力に差がつく．バイアス値の増減と通信性能の関係については 3.4.5

に述べる． 

次に𝑃1
′，𝑃2

′の値を基に，送信電力が大きいユーザの送信電力が最大送信電力の値と一致

するようにそれぞれの送信電力を最適化する．𝑃1
′ ≥ 𝑃2

′の場合は次の式に基づき制御を行う． 
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𝑃1 = 𝑃𝑚𝑎𝑥 (3.42) 

𝑃2 = 𝑃max ×
𝑃2
′

𝑃1
′ (3.43) 

𝑃maxは地上局の最大送信電力を指す．反対に𝑃1
′ < 𝑃2

′の場合は次の式に基づき，各ユーザの

送信電力を決定する． 

𝑃2 = 𝑃𝑚𝑎𝑥 (3.44) 

𝑃1 = 𝑃max ×
𝑃1
′

𝑃2
′ (3.45) 

本方式は時間変化する各ユーザのチャネル状態に基づいた制御を行いつつ，オーバーヘ

ッドの少ない方式である．固定電力割当方式と比較すると，本方式はチャネル状態を考慮

した制御を行うため，バイアス値を適切な値に制御することでより高いスループットや通

信精度を実現できると考える．また先述した最適化方式と比べると簡易であるため，オー

バーヘッドは減るが通信性能は劣化すると考えられる．しかし本論文で提案するシステム

はチャネル状態が刻一刻と変化する環境を前提としたシステムであり，PDMA では電力レ

ベルを周期的に切り替えるため，その都度送信電力の再計算が必要である．そのためオー

バーヘッドの少ない本方式を採用するものとする． 
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3.4 結果・考察 

 本章では 3.3 において提案した地上-HAPS 間アップリンク通信システムに関するシミュ

レーションを行い，BER，スループット，フェアネスインデックスといった指標を測定し，

NOMA と PDMA を比較する． 

 

3.4.1 シミュレーション手法・条件 

 シミュレーションでは 3.3.1 で述べた通信手法で通信を行う．また 3.3.2 で述べた光/ミ

リ波切り替え，3.3.3 で述べた PDMA 及び NOMA，3.3.4 で述べた電力制御方式をそれぞれ

実装する．シミュレーション条件を表 3.2 に示す．地上局は HAPS との仰角が 10~90°に

なる範囲（HAPS の高度が 20 km であるため半径 110 km の円の範囲）でランダムに生成

する．HAPS の位置を座標(0,0,0)とし，地上局の位置をランダムに決定した結果を図 3.15

に示す．また各ユーザの視程は気象庁が公開している東京都の観測所における視程の実測

値の統計を基にランダムに生成する[58]．気象庁の統計を基に算出した確率密度関数を図

3.16 に示す．降水量については統計を基に算出するとほとんど差がつかないため，0~10 

mm/h の一様乱数とした．視程について今回は東京都のある 1 つの観測所の統計を基に算

出したが，地上局の位置に基づく相関は反映できていない．例えばある 1 つの地上局の視

程が小さければ近くに位置する他の地上局の視程が低い確率も高くなる．そのため今後は

衛星写真等に基づくより実証的なシミュレーションを進めていきたい． 

  シミュレーションにおける具体的な通信方式としては，まず地上局から HAPS に向けて

参照信号を送信する．参照信号の受信信号を基に各ユーザを光，ミリ波に振り分け，各領

域において NOMA 及び PDMA のチャネルや電力レベルの割り当てを決定する．その割当

を基に地上局から HAPS へ向けて BPSK 信号を送信する．受信側では多重化された信号を

受信し，SIC により信号を分離，復号する．復号した信号と元信号を比較することで BER

を算出する．また受信電力を基に通信レート，フェアネスインデックスを算出する． 
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表 3.2 シミュレーションパラメタ（地上-HAPS 間アップリンク通信） 

項目 値 

波長（光） 1,550 nm 

周波数（ミリ波） 20 GHz 

送受信機の口径 8, 20 cm 

ユーザ数 20 

HAPS の高度 20 km 

地上局の仰角 10~90 度の範囲でランダムに生成 

視程 東京都の統計データを基にランダムに

決定 

降水量 0~10 mm/h の範囲でランダムに決定 

変調方式 BPSK+PDMA/NOMA/OMA 

PDMA における 

タイムスロット長 

1 ms 

PDMA,NOMA における 

電力レベル数 

2 

 

 

図 3.15 地上局の位置をランダムに生成した結果 
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図 3.16 視程の確率密度関数（東京） 

 

3.4.2 BER 

 第 1 に，光，ミリ波それぞれの領域において BER を測定するシミュレーションを行う．

各スロットにおける通信性能を確かめるため，タイムスロットの数は 1 スロットとする．

各ユーザのチャネル推定結果に基づきチャネル状態の良いユーザは光，悪いユーザはミリ

波に振り分け，それぞれ通信を行う．電力レベルの数は 2 とし，簡単化のため高い電力レ

ベルに割り当てられたユーザを Strong ユーザ，低い電力レベルに割り当てられたユーザを

Weak ユーザとおく．変調方式は NOMA と PDMA をそれぞれ適用した．3.3.4 に置いて述

べた電力制御のパラメタ bias は 0.03 に設定し，最大送信電力は 0~50 dBm とした．光領

域に割り当てられたユーザの BER の測定結果を図 3.17 に，ミリ波領域に割り当てられた

ユーザの BER の測定結果を図 3.18 にそれぞれ示す．光領域，ミリ波領域共に送信電力の

増加ともに BER が低下しており，Strong ユーザの BER の方が Weak ユーザよりも低いこ

とが分かる．次に PDMA と NOMA を比較すると，PDMA の方が NOMA よりも BER が高い

ことが分かる．これは PDMA と NOMA の割当方式の違いによるものと考えられる．NOMA

ではチャネル係数が大きいユーザから順に高い電力レベルに割り当てられる．そのため各

チャネルにおいて低い電力レベルのユーザよりも高い電力レベルのユーザのチャネル係数

が大きくなるため，同一チャネル内で受信電力に差をつけやすい．一方 PDMA は電力レベ
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ルが周期的に切り替わるため，チャネル係数が小さいユーザが高い電力レベルに割り当て

られることもあり，電力差をつけにくい．具体的な例を挙げると，チャネル係数の大きい

ユーザが最大送信電力で送信した時の受信電力に比べ，チャネル係数の小さいユーザが最

大送信電力で送信した時の受信電力は小さい．そのためチャネル係数の小さいユーザが高

い電力レベルに割り当てられた時は電力差をつけにくく，BER が悪化する．そのため

NOMA よりも PDMA の方が BER は高くなる． 

 

 

図 3.17 光領域における BER の測定結果 
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図 3.18 ミリ波領域における BER の測定結果 

 

3.4.3 通信レート 

 第 2 に，通信レートの比較を行う．シミュレーション条件は BER のシミュレーションと

同一である．タイムスロットは 1 スロットとし，各スロットにおける通信レートの差を比

較する．多重アクセス方式は PDMA，NOMA，OMA をそれぞれ適用する．電力レベル数は

2，電力制御における bias は 0.03，最大送信電力は 0~25 dBm とする．光領域，ミリ波領

域における通信レートの測定結果をそれぞれ図 3.19，3.20 に示す．最大送信電力の増大に

伴い，各多重アクセス方式の通信レートも増大していることがわかる．次に PDMA，

NOMA，OMA を比較すると，PDMA と NOMA の通信レートは OMA よりも大きいことが分

かる．これは電力領域における信号の多重化により，周波数利用効率が向上しているため

であると考えられる．一方 PDMA の通信レートは NOMA よりは低いことが分かる．これ

は 3.3.3 において論じた PDMA における電力効率性の低さに原因があると考えられる．

NOMA ではチャネルの推定結果に基づき，チャネル係数が良い順に高い電力レベルに割り

当てるため，電力効率性が高く，総スループットも大きくなる．一方 PDMA では推定結果

に関わらず周期的に電力レベルを切り替えるため，チャネル係数が悪いユーザが高い電力

レベルに割り当てられることもある．先述したように同一の送信電力で送信した場合，チ

ャネル係数が小さいユーザの受信電力はチャネル係数が大きいユーザの受信電力よりも小

さくなるため，電力効率は低くなる．そのため PDMA の電力効率は NOMA よりも低くな

り，スループットも低下する．また Strong ユーザと Weak ユーザの通信レートを比較する
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と，PDMA，NOMA 共に大きな差が出ている．この原因は 2.2.2 において述べた通り，受信

電力の差によるものであると考えられる． 

 

 

図 3.19 光領域における通信レートの測定結果 
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図 3.20 ミリ波領域における通信レートの測定結果 

 

3.4.4 フェアネスインデックス 

 第 3 に，フェアネスインデックスを比較する．フェアネスインデックスとはユーザ間の

公平性を評価する指標であり，次式より求められる[59]． 

𝑓 =
(∑ 𝑅𝑖

𝑛
𝑖=1 )2

𝑛∑ 𝑅𝑖
2𝑛

𝑖=1

(3.46) 

𝑅𝑖は i 番目のユーザの通信レートを指す．フェアネスインデックスの値は0 < 𝑓 < 1の範囲

内となり，1 に近いほどユーザ間の公平性が保証されていることを示す．シミュレーショ

ンではタイムスロット数を 100 とし，各時刻における累計の平均通信レートを基にフェア

ネスインデックスを測定する．電力レベルは 2 とし，電力制御における bias パラメタは

0.03 とした．また図 3.19，図 3.20 の結果が示すように，光領域に割り当てられたユーザ

とミリ波領域に割り当てられたユーザでは通信レートに大きな差が生じる．そのため光領

域，ミリ波領域は別々にフェアネスインデックスを計算する．光領域，ミリ波領域それぞ

れにおける PDMA と NOMA のフェアネスインデックスの測定結果を図 3.21 に示す．3.3.3

で述べたように，NOMA では電力レベルの切り替えを行わず，各ユーザは割り当てられた

固定のサブバンド及び電力レベルを使い続ける．そのため各ユーザの各時刻における通信

レートは変化せず，フェアネスインデックスも一定となる．一方 PDMA は光領域，ミリ波

領域共に時間の経過とともにフェアネスインデックスが大幅に改善していることがわかる．

経過したタイムスロット数が少ない段階ではフェアネスインデックスの値は小さく，公平
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性は低い．経過したタイムスロット数の増加とともにフェアネスインデックスも増加し，

光領域では 0.70，ミリ波領域では 0.85 近くまでフェアネスインデックスが改善している．

この理由は 2.2.3 で述べたように，PDMA では各ユーザが全ての電力レベルに均等に割り

当てられるため，各ユーザの平均通信レートが近い値になるためである．各時刻における

通信レートは図 3.19，3.20 に示した通り，割り当てられた電力レベルによって大きな差が

生じる．しかし割り当てられる電力レベルを切り替えることで，平均通信レートを近い値

に制御することができる．また PDMA を適用した場合の光領域，ミリ波領域のフェアネス

インデックスを比較すると，ミリ波領域の方が光領域よりも値が大きい，即ち公平性が高

いことが分かる．これは光領域とミリ波領域のチャネル特性の違いによるものであると考

えられる．3.3.2 において述べたように，光チャネルは雲や大気減衰等により左右されやす

く，チャネル係数にも差がつきやすい．チャネル係数が大きいユーザと小さいユーザが同

一の電力レベルに割り当てられた時の通信レートを比較すると，送信電力及び干渉電力が

同じ値の場合，チャネル係数が大きいユーザの方が通信レートは大きくなる．したがって

チャネル係数の大きさに差がつきやすい光領域の方が通信レートにも差がつきやすく，フ

ェアネスインデックスの値は小さくなる． 

 

 

図 3.21 フェアネスインデックスの測定結果 
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3.4.5 電力制御 

 次に電力制御のパラメタと通信性能の関係について分析する．3.3.4 における電力制御の

パラメタ𝑏𝑖𝑎𝑠は電力レベルが高いユーザと低いユーザの受信電力の間につく電力差を決定

する関数である．𝑏𝑖𝑎𝑠の値が 1 に近いほど電力レベルが高いユーザと低いユーザの電力差

が小さくなり，0 に近いほど電力差が大きくなる．また 3.3.4 で述べた通り，本研究で提案

する電力制御方式では，𝑏𝑖𝑎𝑠に加えて各ユーザのチャネル係数の推定結果を基に送信電力

を決定することでチャネル状態の差を補正する．まず提案した電力制御方式において𝑏𝑖𝑎𝑠

の値を 0.001，0.01，0.1 と設定した場合及び，固定電力割当方式において電力割当率を

0.7，0.3 に設定した場合の Strong user 及び Weak user の BER を図 3.22 に示す．電力レベ

ル数は 2 とし，変調方式は PDMA を採用した．提案した電力制御方式と固定電力割当方式

を比較すると，𝑏𝑖𝑎𝑠の値が 0.01 及び 0.1 の時は最大送信電力が一定値を超えると Strong 

user，Weak user 共に提案方式の方が固定電力割当方式よりも BER が低いことが分かる．

一方𝑏𝑖𝑎𝑠が 0.001 の場合，Strong user の BER は固定電力割り当て方式の BER よりも低い

が，Weak user の BER は固定電力割り当て方式よりも高いことが分かる．これらのことか

ら，𝑏𝑖𝑎𝑠の値を適切に設定することで，提案方式は固定電力割当方式よりも高い通信精度

を実現することができるといえる．また提案方式における各𝑏𝑖𝑎𝑠の値を適用した時の結果

を比較すると，𝑏𝑖𝑎𝑠の値が大きい時は Weak user の BER が低くなり，𝑏𝑖𝑎𝑠の値が小さい時

は Strong user の BER が低くなっていることが分かる．𝑏𝑖𝑎𝑠の値が大きい時は Strong user

に対する Weak user の受信電力の値は𝑏𝑖𝑎𝑠値が小さい時の値よりも相対的にも大きくなる 

 

図 3.22 提案した電力制御方式と固定電力割当方式の BER における比較 
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ため，Strong user の信号を復号する時の干渉信号の電力が大きくなり，Strong user の

BER が悪化する．一方 Weak user の受信電力が大きくなるため，Strong user の BER が極

端に低い場合を除き，Weak user の BER が向上する．𝑏𝑖𝑎𝑠の値が小さい時は Strong user

に対する Weak user の受信電力が相対的に小さくなる．Strong user の信号を復号する時の

干渉電力が小さくなるため，Strong user の BER は向上する．一方 Weak user の受信電力

は小さくなるため，Weak user の BER は悪化する． 

 次に通信レートを比較する．提案方式において𝑏𝑖𝑎𝑠の値を 0.001，0.01，0.1 と設定した

場合及び，固定電力割当方式において電力割当率を 0.7，0.3 に設定した場合の合計通信レ

ートを図 3.23 に示す．提案方式において𝑏𝑖𝑎𝑠の値が 0.001 及び 0.01 の時は固定電力割当

方式よりも通信レートが大きいことが分かる．一方𝑏𝑖𝑎𝑠の値が 0.1 の時は固定電力割当方

式よりも通信レートは小さくなっている．また提案方式におけるそれぞれの結果を比較す

ると，𝑏𝑖𝑎𝑠の値が大きいほどスループットが低下していることわかる．𝑏𝑖𝑎𝑠の値が大きい

時は Weak user に割り当てられる電力が大きくなり，Strong user に割り当てられる電力は

小さくなる．したがってチャネル全体における電力効率は低下し，スループットも低下す

る．一方𝑏𝑖𝑎𝑠の値を小さくした場合，Strong user に割り当てられる電力が大きくなり，ス

ループットが最大化される．一方 Weak user に割り当てられる電力は小さくなるため，

Weak user のスループットは低下し，ユーザ間の公平性は低くなる． 

 

 

図 3.23 提案した電力制御方式と固定電力割当方式の通信レートにおける比較 
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電力制御方式について総括する．提案した電力制御方式では各ユーザのチャネル推定の

結果を反映しつつ，パラメタ𝑏𝑖𝑎𝑠 によってユーザ間の受信電力差を補正することで各ユー

ザの送信電力を決定する．BER，通信レートのシミュレーション結果より，提案方式では

パラメタである𝑏𝑖𝑎𝑠の値を適切に設定することで，従来の固定電力割当方式よりも高い通

信性能を達成できることが分かった．𝑏𝑖𝑎𝑠の値を大きくすると Weak user の BER 及び通信

レートが向上し，ユーザ間の公平性は向上する．一方 Strong user の通信レートは下がり，

全体のスループットも低下する．𝑏𝑖𝑎𝑠の値を小さくした場合は Strong user の BER，通信レ

ートが向上し，全体のスループットも向上する．一方 Weak user のスループット，BER は

低下し，ユーザ間の公平性は低くなる．したがって𝑏𝑖𝑎𝑠の値によって通信性能は大きく変

化するため，求められる通信要件に応じて値を決めていく必要がある．また本論文におい

て比較は行わないが，最適化計算による電力制御方式の方がオーバーヘッドは大きいが通

信性能は向上するものと考えられる．したがって最適化法においてオーバーヘッドが少な

く，本システムに適用可能な方式についても検討していく必要がある． 

 

 

3.4.6 小結論 

 本研究では地上-HAPS 間アップリンク通信において PDMA を適用した新しいシステムを

提案した．提案システムには 3 つの特徴がある．第 1 に，各ユーザのチャネル状態に応じ

て光とミリ波を切り変える仕組みを実装した．光通信は電波よりも高速な通信を実現する

ことができるが，雲や大気減衰の影響を強く受けるため，チャネルの状態によっては利用

できない．そこで参照信号によりチャネルの状態を推定し，その結果に応じて光とミリ波

のいずれかに割り当てる仕組みを導入した．第 2 に，多重アクセス方式として PDMA を適

用した．NOMA は電力領域において信号を多重化することで高速な通信を可能にする．一

方電力領域において信号を分離するためには各ユーザの受信電力に大きな差をつける必要

があり，通信レートにも差が生じるため，ユーザ間の公平性の観点から問題がある．そこ

で電力領域における信号の多重化を実装しつつ，各ユーザの電力レベルを周期的に切り替

える PDMA を実装した．PDMA では各ユーザが全ての電力レベルに均等に割り当てられる

ため，平均通信レートが近い値になり，ユーザ間の公平性が確保される．第 3 に，各ユー

ザのチャネル状態の差を考慮しつつ，オーバーヘッドの少ない電力制御方式を考案した．

光チャネルは変動しやすく，ユーザ毎にチャネル環境は大きく異なる．提案方式ではユー

ザのチャネル状態の差を考慮しつつ，𝑏𝑖𝑎𝑠というパラメタを使用することでユーザ間の受

信電力に差をつける． 

 シミュレーションでは提案した通信方式を実装しつつ，PDMA，NOMA，OMA の通信性

能を比較した．シミュレーション結果より，PDMA を実装した提案方式は OMA よりも高

いスループットを達成した．一方 NOMA よりはスループットが低くなった．スループット

が NOMA よりも低くなる原因としては，NOMA に比べ電力効率が低い点が挙げられる．
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NOMA ではチャネル係数が高い順にユーザを各電力レベルに割り当てるため，各サブチャ

ネルにおいて必ずチャネル状態の良いユーザがより高い電力レベルに割り当てられる．一

方 PDMA では周期的に電力レベルが切り替わるため，チャネル状態の悪いユーザが高い電

力レベルに割り当てられることもある．同一の電力レベルにチャネル状態の良いユーザと

悪いユーザが割り当てられた場合，チャネル状態の良いユーザの方が通信レートは高くな

る．したがって電力効率は PDMA の方が低く，スループットは低下する．またユーザ間の

公平性を示すフェアネスインデックスは経過するタイムスロットが多いほど良い値になり，

NOMA と比較して大幅に改善した．これは PDMA では各ユーザの電力レベルが周期的に切

り替えられることで，通信レートが多いタイムスロットと小さいタイムスロットが生じ，

各ユーザの通信レートは近い値になるためである．また電力制御に関するシミュレーショ

ンでは，パラメタ𝑏𝑖𝑎𝑠の値を適切に設定することで，提案方式は従来の固定電力割当方式

よりも高い通信性能を達成できることが分かった．𝑏𝑖𝑎𝑠の値が大きい時は Weak user の受

信電力が大きくなるため，Weak user の通信レート及びユーザ間の公平性は向上するが，

Strong user の通信レート及び全体のスループットは低下する．反対に𝑏𝑖𝑎𝑠の値が小さい時

は Strong user の受信電力が大きくなるため，Strong user の通信レート及び全体のスルー

プットは向上するが，Weak user の通信レート及びユーザ間の公平性は低下する． 

 以上述べたように，PDMA は NOMA よりもユーザ間の公平性は高くなるが，スループッ

トは低下する．そのため通信要件に応じて 2 つの方式を使い分けるべきであると考える．

例えば迂回路のあるネットワーク，複数の経路があるネットワーク，バックボーンのネッ

トワーク等においてはユーザ間の公平性よりもスループットが重要であるため，NOMA が

適切である．一方ユーザの QoS に直接影響を与える回線やネットワークのエンド部分を担

う回線ではユーザ間の公平性も重要な指標の一つであるため，PDMA が適当であると考え

る．図 1.1 に示す通り，地上-HAPS 間の回線は非地上系ネットワークにおいて地上局と直

接通信をするエンド部分を担当している．そのためユーザの QoS に直接影響を与える回線

であり，ユーザ間の公平性が重要な領域であるといえる．また 2.1.4 に述べた通り，HAPS

は携帯端末と直接通信を行うモバイル通信に活用されることも期待されている．このこと

からもユーザ間の公平性は重視すべき指標の１つであり，NOMA と併せて PDMA の適用も

検討していくべきであると考える．提案方式において通信性能を改善する手法としては，

先述した電力制御におけるパラメタ𝑏𝑖𝑎𝑠の制御に加え，各ユーザが各電力レベルに割り当

てられる確率を制御する手法が有効であると考える．先述したように，チャネル状態の良

いユーザと悪いユーザが同じ送信電力でそれぞれ通信を行う環境を想定すると，チャネル

状態の良いユーザの方が受信電力は高くなるため，通信レートが高くなる．したがって

PDMA によって各ユーザが全ての電力レベルに均等に割り当てられるように制御した場合

であっても，平均通信レートは完全に同じ値にはならず，チャネル状態の良いユーザの方

が通信レートは大きくなる．よってさらにユーザ間の公平性を向上させるためには，チャ

ネル状態の悪いユーザが高い電力レベルに割り当てられる確率を高める手法が有効である
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と考える．即ち電力レベルを周期的に切り替え各ユーザが全電力レベルに割り当てられる

確率を一様にするのではなく，ユーザのチャネル状態に応じて各電力レベルに割り当てら

れる確率を変動させる．チャネル状態の悪いユーザが高い電力レベルに割り当てられる確

率を高めた場合，全体のスループットは低下するが，チャネル状態の悪いユーザの通信レ

ートは向上し，ユーザ間の公平性は改善される．反対にチャネル状態の良いユーザが高い

電力レベルに割り当てられる確率を高めることで，チャネル状態の良いユーザの通信レー

トを向上させ，全体のスループットも向上させることができる．この場合チャネル状態の

悪いユーザの通信レートは低下するため，ユーザ間の公平性は低下する．よってユーザ間

の公平性と全体のスループットのトレードオフを考慮した上で，各ユーザが各電力レベル

に割り当てられる確率を制御することで通信要件に合った通信性能を達成する手法につい

ても検討する余地があるといえる． 
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4. 衛星間通信における NOMA の適用に関する研究 

4.1 概要・研究背景 

 本章では低軌道衛星コンステレーションにおける衛星間通信に着目し，NOMA を適用す

ることで通信性能を向上させるシステムについて提案する．また本章に記載する内容は

IEEE International Conference on Communications (ICC) 2021 において発表した内容と重複

する部分がある[60]．2.1.3 において述べたように，近年数十から数百基の衛星を組み合わ

せて構成される低軌道衛星コンステレーションを用いた通信方式が注目されている．低軌

道衛星通信には災害時の可用性やネットワーク設計の柔軟性，地理的制約・政治的制約に

関わらず通信を提供できる点を始めとした長所がある一方で，地上ネットワークと比較し

た遅延時間の長さが弱点となっており，普及を妨げる一因となっている [1]．衛星通信の対

応できる通信要件の幅を広げ，より様々なサービスに対応できるネットワークとして普及

を推進していくためには，遅延時間を抑制する手法を検討していく必要がある．そこで本

研究では 5G において活用されている多重アクセス方式である NOMA を衛星間通信に適用

することで遅延時間を抑制する手法について提案する．2.2.2 において述べたように，

NOMA では同一周波数・時間上で複数の信号を送信し，電力領域において多重化・分離を

行うことでより周波数利用効率の高い通信を実現することができる． 

2.1.1 において述べたように，低軌道衛星ネットワークは地上-衛星間の通信リンクと衛

星間のリンクで構成される．この内本研究で取り扱う衛星間の通信リンクはユーザと直接

通信を行うリンクではなく，バックボーンとして機能するリンクである．衛星通信におけ

る通信遅延の低減を実現するためには地上-衛星間と衛星間双方において通信性能を向上さ

せる必要がある．1.1 において述べたように，地上-衛星間の通信リンクにおける NOMA の

適用については多くの先行研究がある[10][11]．一方で衛星間のリンクにおける NOMA の

適用については先行研究が非常に少ない．LED による可視光通信を用いた衛星間通信にお

ける NOMA の適用に関する先行研究があるが[61]，当研究は複数の衛星を用いた衛星クラ

スタにおける衛星間通信を想定しており，低軌道衛星コンステレーションにおける衛星間

通信への NOMA の適用については分析されていない．そこで本研究では低軌道衛星コンス

テレーションにおける衛星間通信への NOMA の適用を研究対象とする． 

提案方式の概要について簡単に述べる．システムモデルを図 4.1 に示す．提案方式では

衛星をグループ A，グループ B，1 基の中継衛星の 3 つに分割する．グループ A，グルー

プ B はそれぞれ 2 基以上の衛星で構成されるものとする．提案方式ではグループ A からグ

ループ B に向けた通信を想定し，グループ間の通信を中継衛星によって中継しつつ，それ

ぞれの通信に NOMA を適用することでスループットの向上と通信遅延時間の低減を実現す

る．具体的には，2 つのタイムスロットに分けて通信を行う．1 つ目のタイムスロットで

は，グループ A の衛星群から中継衛星への通信にアップリンク NOMA を適用する．即ち

複数の衛星から 1 基の中継衛星に向けた通信を同一周波数・時間上で行う．2 つ目のタイ 
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図 4.1 NOMA を適用した衛星間通信システムのモデル（各グループのユーザ数 N 人） 

 

ムスロットでは，中継衛星からグループ B の衛星群への通信にダウンリンク NOMA を適

用する．即ち 1 基の中継衛星から複数の衛星群への通信を同一周波数・時間上で行う．詳

細な通信手順及び理論式は 4.3 において述べる． 

本研究ではシステムモデルを構築した上でシミュレーションにより BER 及び通信レート

を測定し，OMA と比較する．さらに NOMA における通信性能は各信号の受信電力の差に

大きく依存することから，電力制御方式が非常に重要である．そこで新たな電力制御方式

を提案し，従来の方式と比較する．また低軌道衛星コンステレーションにおける衛星間の

距離は軌道における衛星の位置に大きく依存するため，衛星の位置によって通信性能も大

きく変化することが予想される．そこで衛星が地球を周回する 1 周期中において，提案方

式を適用し続ける環境を想定し，通信性能がどのように変化するかを解析する． 

 

4.2 衛星間通信におけるチャネルモデル 

本節では衛星間通信に関するシミュレーションを行うにあたって必要な理論式を述べる．

なお NOMA に関する理論式については 4.3 において述べる． 

 

4.2.1 低軌道衛星コンステレーションのモデル 

 本論文では低軌道衛星コンステレーションにおける衛星間通信を題材とする．シミュレ

ーションでは，4.1 に記載したように，衛星が地球を周回する 1 周期中において通信性能

がどのように変化するかを検証する．したがって各時刻における低軌道衛星の位置を算出

する必要がある．本研究では 2.1.3 に記載した極軌道を採用する．極軌道は北極・南極周

辺も含めて地球全体をカバーできる軌道である．i 番目の軌道上の k 番目の衛星の時刻 t

における座標は次式より算出される[12]． 

𝑥𝑖𝑘(𝑡) = −𝑅cos 𝜃 sin(
2𝜋𝑖

𝑃
) sin [𝜔𝑡 + 2𝜋 (

𝑘

𝑀
+
𝑖𝐹

𝑃𝑀
)] + 𝑅 cos (

2𝜋𝑖

𝑃
) cos [𝜔𝑡 + 2𝜋 (

𝑘

𝑀
+
𝑖𝐹

𝑃𝑀
)] (4.1) 
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𝑦𝑖𝑘(𝑡) = 𝑅 cos𝜃 cos (
2𝜋𝑖

𝑃
) sin [𝜔𝑡 + 2𝜋 (

𝑘

𝑀
+
𝑖𝐹

𝑃𝑀
)]   + 𝑅 sin(

2𝜋𝑖

𝑃
) cos [𝜔𝑡 + 2𝜋 (

𝑘

𝑀
+
𝑖𝐹

𝑃𝑀
)] (4.2) 

𝑧𝑖𝑘(𝑡) = 𝑅 sin𝜃 sin [𝜔𝑡 + 2𝜋 (
𝑘

𝑀
+
𝑖𝐹

𝑃𝑀
)] (4.3) 

𝑀は各軌道における衛星の数，𝑁は軌道数を表す．𝑅は衛星と地球の中心の間の距離，𝜔は

衛星の軌道角速度，𝐹は軌道間隔を指す．𝜃は衛星の仰角を指し，本論文では極軌道を採用

するため 90 度に設定する．なおその他のパラメタの具体的な値は 4.4.1 において後述する．

また図 2.3，2.4 は式(4.1)~(4.3)に基づき作成した図である． 

 

4.2.2 チャネル係数 

 次にチャネル係数の計算方法について述べる．衛星間通信におけるチャネル係数は次式

より計算される[11][62]． 

𝑔𝑘(𝑡) = √𝐺𝑇𝐺𝑅𝐿𝑇𝐿𝑅 (
𝜆

4𝜋𝑑(𝑡)
)
2

(4.4) 

𝐺𝑇，𝐺𝑅は送受信機の利得を表す．𝐿𝑇，𝐿𝑅は送受信機のポインティングロスを示す．𝑑は送

受信機間の距離，𝜆は波長を示す． 

 

4.2.3 ドップラーシフト 

 衛星間に相対速度が存在する場合，ドップラーシフトが発生する．同一軌道内の衛星間

は相対速度が 0 になるためドップラーシフトは発生しない．一方隣接する軌道の衛星間の

場合は相対速度が発生するため，ドップラーシフトが発生する．詳しくは後述するが，本

研究では中継衛星とグループ A，B の衛星の一部は異なる軌道に配置されているものと仮

定するため，ドップラーシフトについても考慮する必要がある． 

 ドップラーシフトを算出するためにはまず相対速度を計算する必要がある．衛星 m と n

の間の相対距離及び相対速度のベクトルは次式より算出される． 

𝒅𝒓𝒆𝒍 = (

𝑥𝑚 − 𝑥𝑛
𝑦𝑚 − 𝑦𝑛
𝑧𝑚 − 𝑧𝑛

) (4.5) 

𝒗𝒓𝒆𝒍 = (

𝑣𝑥𝑚 − 𝑣𝑥𝑛
𝑣𝑦𝑚 − 𝑣𝑦𝑛
𝑣𝑧𝑚 − 𝑣𝑧𝑛

) (4.6) 

𝑥𝑖，𝑦𝑖，𝑧𝑖は衛星 i の座標を指す．𝑣𝑥𝑖，𝑣𝑦𝑖，𝑣𝑧𝑖は衛星 i の速度ベクトルを指す．また𝒅𝒓𝒆𝒍

と𝒗𝒓𝒆𝒍のスカラー積は次式より求められる． 

𝒅𝒓𝒆𝒍 ∙ 𝒗𝒓𝒆𝒍 = |𝒅𝒓𝒆𝒍||𝒗𝒓𝒆𝒍| cos𝛼 (4.7) 

𝛼は𝒅𝒓𝒆𝒍と𝒗𝒓𝒆𝒍の間の角度を指す．式(4.5)~(4.7)より，衛星 m と n の間の相対速度は次式

より算出される． 

𝑣𝑚𝑛 = |𝒗𝒓𝒆𝒍| cos 𝜃 =
𝒅𝒓𝒆𝒍 ∙ 𝒗𝒓𝒆𝒍
|𝒅𝒓𝒆𝒍|

(4.8) 
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ドップラーシフトは次式より算出される[63]． 

𝑓𝑑 =
𝑣𝑚𝑛𝑓0
𝑐

(4.9) 

𝑓0はキャリア周波数，𝑐は光の速度を示す． 

 式(4.4)，(4.9)より，OMA の通信における受信信号は次式より表される． 

𝑦(𝑡) = 𝑔(𝑡)√𝑃𝑥𝑒𝑗2𝜋𝑓𝑑(𝑡)𝑡 + 𝑛 (4.10) 

𝑥は送信信号，𝑃は送信電力，n は雑音電力を表す． 

 

4.3 NOMA を適用した衛星間通信システムのシステムモデル 

4.3.1 システムの概要 

 本研究では軌道数 18 本，軌道内衛星数 36 基，軌道傾斜 90 度の OneWeb と同一のコン

ステレーションを想定する．さらに 4.1 において述べたシステムについて，グループ A 及

びグループ B にそれぞれ 2 基の衛星が配置されている環境を想定する．各グループの衛星

数が 2 基の時のシステムモデルを図 4.2 に示す．グループ A に属する衛星を A1，A2 とお

き，グループ B に属する衛星を B1，B2 とおく．また A1 と B1 は中継衛星と同一の軌道上に

位置しており，A2 と B2 は中継衛星が属する軌道の隣接軌道上に位置しているものとする．

4.2.3 において述べたように，同一軌道上の衛星間，即ち中継衛星と A1 及び B1 との間の距

離は衛星が地球を周回する 1 周期中において変化しない．一方隣接軌道上の衛星間，即ち

中継衛星と A2 及び B2 との間の距離は時刻によって変化する． 

 

図 4.2 NOMA を適用した衛星間通信システムのモデル（各グループのユーザ数 2 人） 

 

次に通信手順について論じる．提案方式では衛星間通信に NOMA を活用することでより

高速な通信を実現する．具体的には 4.1 に置いて論じたように，2 つのタイムスロットに

分けて通信を行う．1 つ目のタイムスロットではアップリンク NOMA により A1，A2 から

中継衛星に向けて同一時間・同一周波数上で信号を送信する．中継衛星は電力領域で多重
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化された信号を受信し，SIC によりそれぞれの信号を分離・復号する．次に 2 つ目のタイ

ムスロットではダウンリンク NOMA により，中継衛星から B1，B2 に向けて同一周波数・

時間上で信号を送信する．まず中継衛星は B1 宛の信号と B2 宛の信号を電力領域で多重化

し，単一のビームで B1，B2 に向けて送信する．B1，B2 は多重化された信号を受信し，SIC

により自身に宛てられた信号を復号する．各タイムスロットにおける詳細な理論式は 4.3.2，

4.3.3 において述べる． 

 

4.3.2 1 番目のタイムスロットにおける理論式（アップリンク NOMA） 

1 番目のタイムスロットでは A1，A2 から中継衛星に向けて同一時間・周波数上で信号を

送信する．アップリンク NOMA の理論式は 2.2.2 において述べた通りであるが，本研究で

は衛星間のドップラーシフトを考慮する必要がある．式(2.1)，(4.10)より中継衛星の受信

信号は次式より表される[10]． 

𝑦𝑅(𝑡) = 𝑔𝐴1(𝑡)√𝑃𝐴1𝑥𝐴1𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴1

(𝑡)𝑡
+ 𝑔𝐴2(𝑡)√𝑃𝐴2𝑥𝐴2𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴2(𝑡)𝑡 + 𝑛 (4.11) 

𝑥𝐴1，𝑥𝐴2は A1，A2 の送信信号，𝑃𝐴1，𝑃𝐴2は A1，A2 の送信電力を指す．𝑔𝐴1，𝑔𝐴2は式(4.4)に

より計算される中継衛星- A1・A2 間のチャネル係数を表す．𝑓𝑑𝐴1，𝑓𝑑𝐴2は式(4.9)により算出

される中継衛星- A1・A2 間に生じるドップラーシフトを指す．なお便宜上𝑓𝑑1，𝑓𝑑2とそれぞ

れ変数を設定したが，先述したように中継衛星-A1 間では相対速度は生じないため，ドッ

プラーシフトの値は 0 となる．また NOMA では電力領域において信号を多重化・分離する

ため，受信電力に差を着ける必要がある．詳細は後述するが，本研究で取り扱うコンステ

レーションでは 1 周期中において同一軌道上の衛星間よりも隣接軌道上の衛星間の方が衛

星間距離の短い時間帯が長くなる．即ち中継衛星- A1 間よりも中継衛星- A2 間の方が衛星

間距離の短い確率が高くなる．したがって A2 を Strong user，A1 を Weak user とする．よ

って𝑔𝐴1(𝑡)√𝑃𝐴1𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴1

(𝑡)𝑡
 < 𝑔𝐴2(𝑡)√𝑃𝐴2𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴2(𝑡)𝑡となるように送信電力を設定する．ま

た 1 番目のタイムスロットにおける中継衛星の復号手順を図 4.3 に示す．復号手順は 2.2.2

において述べた通りであり，受信側の中継衛星は多重化された A1・A2 の信号を受信し，最

初に Strong user である A2 の信号を復号する．次に A2 の信号を再変調し受信信号から引く．

A2 の信号を除去した信号から A1 の信号を復号する．式(2.2)，(2.3)より，A1，A2 の信号の

SINR は次式より表される[1]． 

𝑆𝐼𝑁𝑅𝐴2→𝑅(𝑡) =
|𝑔𝐴2(𝑡)𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴2
(𝑡)𝑡
|
2
𝑃𝐴2

|𝑔𝐴1(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴1

(𝑡)𝑡
|
2
𝑃𝐴1 + 𝜎𝑛

2

(4.12) 

𝑆𝐼𝑁𝑅𝐴1→𝑅(𝑡) =
|𝑔𝐴1(𝑡)𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴1
(𝑡)𝑡
|
2
𝑃𝐴1

𝜎𝑛
2

(4.13) 
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図 4.3 1 番目のタイムスロットにおける復調手順（アップリンク NOMA） 

 

4.3.3 2 番目のタイムスロットにおける理論式（ダウンリンク NOMA） 

2 番目のタイムスロットでは，ダウンリンク NOMA により中継衛星から B1，B2 に向け

て同一周波数・時間上で信号を送信する．送信側の中継衛星は B1，B2 宛の信号を多重化し，

1 つのビームによって B1，B2 へ送信する．受信側の B1，B2 は SIC により自身の復号を分

離・復号する．B1，B2 における受信信号は次式より表される． 

𝑦𝐵1(𝑡) = 𝑔𝐵1(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵1

(𝑡)𝑡
(√𝑃𝐵1𝑥𝐵1 +√𝑃𝐵2𝑥𝐵2) + 𝑛 (4.14) 

𝑦𝐵2(𝑡) = 𝑔𝐵2(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵2

(𝑡)𝑡
(√𝑃𝐵1𝑥𝐵1 +√𝑃𝐵2𝑥𝐵2) + 𝑛 (4.15) 

𝑥𝐵1，𝑥𝐵2は B1，B2 宛の送信信号，𝑃𝐵1，𝑃𝐵2は B1，B2 宛の信号の送信電力を指す．𝑔𝐵1，𝑔𝐵2

は式(4.4)により計算される中継衛星- B1・B2 間のチャネル係数，𝑓𝑑𝐵1，𝑓𝑑𝐵2は式(4.9)より算

出される中継衛星- B1・B2 間のドップラーシフトを表す．ダウンリンク NOMA の場合，チ

ャネル状態の悪いユーザの信号の電力を大きく設定する必要がある．そのため中継衛星と

同一の軌道に位置する B1 を Strong user，異なる軌道に位置する B2 を Weak user に設定す

る．よって√𝑃𝐵1 > √𝑃𝐵2となるように送信電力を設定する．2 番目のタイムスロットにおけ

るダウンリンク NOMA の復号手順を図 4.4 に示す．B1 は B2 の信号を干渉信号とみなし，

B1 の信号を直接復号する．B2 は自身の信号よりも B1 の方が受信電力は大きいため，最初

に B2 の信号を干渉信号とみなし，B1 の信号を復号する．次に B1 の信号を再度変調し，受

信信号から引く．B1 の信号を取り除いた信号から B2 の信号を復号する．B1，B2 の SINR は

それぞれ次式より表される． 

𝑆𝐼𝑁𝑅𝑅→𝐵1(𝑡) =
|𝑔𝐵1(𝑡)𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵1
(𝑡)𝑡
|
2
𝑃𝐵1

|𝑔𝐵1(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵1

(𝑡)𝑡
|
2
𝑃𝐵2 + 𝜎𝑛

2

(4.16) 

𝑆𝐼𝑁𝑅(𝑡) =
|𝑔𝐵2(𝑡)𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵2
(𝑡)𝑡
|
2
𝑃𝐵2

𝜎𝑛
2

(4.17) 
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図 4.4 2 番目のタイムスロットにおける復調手順（ダウンリンク NOMA） 

 

4.3.4 各ルートの通信レート 

 提案方式では A1，A2 から中継衛星を介して B1，B2 にデータを送信する．各ルートの通

信レートは通信レートが最小のリンクの通信レートに左右される．したがって A1- B1，A1- 

B2，A2- B1，A2- B2 の通信レートは次式より表される[39]． 

𝑅𝐴1→𝐵1(𝑡) =
1

2
log2 (1 +𝑚𝑖𝑛 (𝑆𝐼𝑁𝑅𝐴1→𝑅(𝑡), 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑅→𝐵1(𝑡))) (4.18) 

𝑅𝐴1→𝐵2(𝑡) =
1

2
log2 (1 +𝑚𝑖𝑛 (𝑆𝐼𝑁𝑅𝐴1→𝑅(𝑡), 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑅→𝐵2(𝑡))) (4.19) 

𝑅𝐴2→𝐵1(𝑡) =
1

2
log2 (1 +𝑚𝑖𝑛 (𝑆𝐼𝑁𝑅𝐴2→𝑅(𝑡), 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑅→𝐵1(𝑡))) (4.20) 

𝑅𝐴2→𝐵2(𝑡) =
1

2
log2 (1 +𝑚𝑖𝑛 (𝑆𝐼𝑁𝑅𝐴2→𝑅(𝑡), 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑅→𝐵2(𝑡))) (4.21) 

本研究では 2 つのタイムスロットに分割して通信を行っているため，各式に
1

2
を乗じてい

る．本モデルの合計通信レートは次式より算出できる． 

𝑅𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑡) = 𝑅𝐴1→𝐵1(𝑡) + 𝑅𝐴1→𝐵2(𝑡) + 𝑅𝐴2→𝐵1(𝑡) + 𝑅𝐴2→𝐵2(𝑡) (4.22) 

 

4.3.5 電力制御方式 

4.1 において論じた通り，NOMA では Strong user の信号を復号する際に Weak user の信

号を干渉信号とみなす．したがってユーザの受信電力に大きな差がつくよう各ユーザの送

信電力を設定する必要がある．また Weak user の受信電力が極端に小さい場合も信号を復

号することができないため，両ユーザの通信性能のトレードオフを考慮した上で送信電力

を決定する必要がある．3.3.4 で述べた地上-HAPS 間通信ではフェージングや大気減衰が発
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生するが，衛星間通信ではそれらは発生しない．さらに衛星間の距離は時刻や衛星の位置

によって変化するため，その変化に応じて送信電力を最適化する方式が必要である．そこ

で本論文ではチャネル状態の変化に対応して送信電力を決定するアルゴリズムを提案する． 

提案方式では，各リンクの目標通信レートを予め設定した上で，その通信レートを達成

できるように送信電力を決定する．目標通信レートを達成するために必要な SINR の値は

次式より表される． 

𝑆𝐼𝑁𝑅𝑡ℎ𝑖 = 2
2𝑅𝑇𝑖 − 1 (4.23) 

𝑅𝑇𝑖はリンク i の目標通信レートを表す．式(4.12)，(4.13)，(4.16)，(4.17)，(4.23)より，

目標通信レートを達成するための各ユーザの送信電力は次式より表される． 

𝑃′𝐴1 =
𝜎𝑛

2

|𝑔𝐴1(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴1

(𝑡)𝑡
|
2 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑡ℎ𝐴1 (4.24) 

𝑃′𝐴2 =
|𝑔𝐴1(𝑡)𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴1
(𝑡)𝑡
|
2
𝑃′𝐴1 + 𝜎𝑛

2

|𝑔𝐴2(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐴2

(𝑡)𝑡
|
2 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑡ℎ𝐴2 (4.25) 

𝑃′𝐵1 =
|𝑔𝐵1(𝑡)𝑒

𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵1
(𝑡)𝑡
|
2
𝑃′𝐵2 + 𝜎𝑛

2

|𝑔𝐵1(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵1

(𝑡)𝑡
|
2 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑡ℎ𝐵1 (4.26) 

𝑃′𝐵2 =
𝜎𝑛

2

|𝑔𝐵2(𝑡)𝑒
𝑗2𝜋𝑓𝑑𝐵2

(𝑡)𝑡
|
2 𝑆𝐼𝑁𝑅𝑡ℎ𝐵2 (4.27) 

時刻から各衛星の位置は算出可能であるため，利得やポインティングロス等の各パラメタ

が既知の場合，各リンクの距離，チャネル係数，ドップラーシフトを計算することができ

る．したがって各リンクの目標通信レート𝑅𝑇𝑖を設定することで，式(4.24)~(4.27)より目

標通信レートを達成するための各衛星の送信電力を算出することができる．また各リンク

の目標通信レートは別々に設定できるため，より柔軟な制御が可能となる．例えばトラフ

ィック要求の多い地域の衛星間リンクの通信レートを他のリンクより大きくするといった

ことも可能となる．本研究ではこの提案した電力制御方式と固定電力割当方式を比較し，

性能を検証する． 

 

4.4 結果・考察 

4.4.1 シミュレーション条件 

 本節では 4.3 において述べたシステムに関するシミュレーションを行い，NOMA を実装

した提案方式と TDMA を実装した従来方式を比較する．シミュレーションの各種パラメタ

を表 4.1 に示す．軌道に関するパラメタは OneWeb に用いられている値を参考にしている

[16][64][65]．シミュレーションでは BPSK 信号をアップリンク NOMA により衛星 A1，A2
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から中継衛星へ，ダウンリンク NOMA により中継衛星から B1，B2 へ送信し，BER，通信

レートといった性能を測定する．また 4.3.5 において述べた電力制御方式を実装し，固定

電力割当方式と比較する． 

また 4.3.1 において述べた通り，同一軌道内の衛星との衛星間距離は変化しないが，隣

接軌道の衛星との衛星間距離は変化する．表 4.1 に示した環境下において，１周期中にお

ける同一軌道の隣接衛星との衛星間距離（中継衛星- A1，B1）及び隣接軌道の隣接衛星と

の衛星間距離（中継衛星- A2，B2）を計算した結果を図 4.5 に示す．計算結果より，同一軌

道の隣接衛星との衛星間距離は変化していないことが分かる．一方隣接軌道の隣接衛星と

の衛星間距離は変化している．2500，5800 s 付近では衛星が赤道面上空に位置しているた

め，衛星間距離が最長となっている．一方 1000，4200 s 付近では衛星が北極・南極付近

に位置しており，衛星間距離が最短となっている．シミュレーションでは衛星の位置を周

期に従い変化させ，通信性能に与える影響を分析する． 

 

 

表 4.1 シミュレーションパラメタ（NOMA を適用した衛星間通信システム） 

項目 値 

軌道数 18 本 

軌道内衛星数 36 基 

衛星高度 1200 km 

軌道傾斜 90 度（極軌道） 

軌道周期 6315 s 

周波数 30 GHz 

変調方式 BPSK+NOMA 

送受信機の利得 30 dB 

送受信機のポインティングロス 0 dB 
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図 4.5 同一軌道の隣接衛星及び隣接軌道の隣接衛星との衛星間距離 

 

4.4.2 最大送信電力-通信レート，スループットに関するシミュレーション 

 本シミュレーションでは衛星が北極または南極付近に位置している状況を想定し，BER

及び通信レートを測定する．即ち衛星間距離は固定する．送信電力を 0~50 dBm の間で変

化させ，固定電力割当方式を適用する．電力割当率は 0.7 と 0.3 に設定する．変調方式は

NOMA 及び TDMA を適用し，A1- B1，A1- B2，A2- B1，A2- B2 の各ルートの通信性能を測定

する．BER の測定結果を図 4.6 に示す．NOMA は電力領域において多重化をしているため

干渉電力が増加する．したがって提案方式の BER は TDMA よりも高い．しかし送信電力

が 30dBm を超えると，全ルートで BER は10−3を達成している．したがって提案方式は一

定の通信精度を達成できるといえる．次に通信レートのシミュレーション結果を図 4.7 に

示す．まず NOMA と OMA の合計通信レートを比較すると，NOMA の方が大幅に大きく，

より高速な通信を実現できているといえる．また各ルートの通信レートを比較すると，A1- 

B2 の通信レートが最も大きいことが分かる．また今回のシミュレーションでは A1- B2 のル

ートが BER，通信レート共に最も優れていたが，電力制御のパラメタや衛星間距離，測定

するタイミングを変えることで異なる結果が得られると考える． 
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図 4.6 衛星間距離を固定させた際の BER のシミュレーション結果 

 

 

図 4.7 衛星間距離を固定させた際の通信レートのシミュレーション結果 
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4.4.3 衛星 1 周期における BER 及び通信レート 

次に対象とする衛星群が地球を周回する環境を想定し，通信性能の変化を測定する．即

ち衛星間距離は図 4.5 のように変化する．固定電力割当方式を採用し，電力割当率は 0.75

と 0.25 する．送信電力は 45 dBm とする．各ルートの BER の測定結果を図 4.8 に示す．

図 4.5 に示した衛星間距離の変化に伴い，BER も変動していることが分かる．具体的には，

時刻 1000 s 及び 4200 s 付近においてルート A1- B2，A2- B2 の BER が低くなっていること

が分かる．4.4.1 に置いて論じたように，時刻 1000，4200 s 付近では衛星群が北極・南極

付近に位置しているため，中継衛星- A2，B2 間の距離が最小となる．一方中継衛星- A1，B1

間の距離は一定である．したがって 1 番目のタイムスロットにおける A2 が送信する信号

の受信電力及び 2 番目のタイムスロットにおける B2 が受信する信号の受信電力が大きく

なる．よってリンク A2-中継衛星，中継衛星-B2 の BER が低下するため，ルート A1- B2，

A2- B2 の BER が低くなる．一方中継衛星- A2，B2 間の距離が最大となる時刻 2500，5800s

付近ではリンク A2-中継衛星，中継衛星-B2 の BER が高くなるため，ルート A1- B2，A2- B2

の BER が高くなる．また A1- B1，A2- B1 の BER は改善していない．これは中継衛星- A1，

B1 の衛星間距離及び B1・B2 の電力割当率が変動しないことにより，リンク A1-中継衛星，

中継衛星- B1 の BER が改善しないためであると考えられる． 

 

 

図 4.8 衛星の 1 周期における BER の測定結果 
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次に提案方式における各ルートの通信レート及び NOMA と TDMA をそれぞれ適用した

場合の合計通信レートを図 4.9 に示す．電力割当は固定電力割当方式を適用した．まず各

ルートの通信レートを比較すると，BER 同様衛星間距離に応じて通信レートが変動してい

ることがわかる．中継衛星- A2，B2 間の距離が最小となる時刻 1000，4200 s 付近ではリン

ク A2-中継衛星，中継衛星-B2 の受信電力が大きくなるため，通信レートが向上する．よっ

てルート A1- B2，A2- B2 の通信レートが向上している．一方ルート A1- B1，A2- B1 の通信レ

ートは BER と同様変化していない．次に NOMA と TDMA の合計通信レートを比較すると，

NOMA を適用した提案方式の方が大幅に通信レートは大きいことが分かる．このことから

NOMA では電力領域における多重化により周波数利用効率が改善されており，通信レート

の向上が実現可能であるといえる． 

 

 

図 4.9 衛星の 1 周期における通信レートの測定結果 

 

4.4.4 電力制御方式に関するシミュレーション 

4.4.3 において示した結果より，衛星間距離が変動する影響を受けるため，固定電力割当

方式では通信性能が安定しないことが分かった．そのため衛星間距離の変動も考慮した電

力制御方式が必要である．そこで本シミュレーションでは 4.3.5 において提案した電力制

御方式の性能を解析する．提案方式では衛星間距離が事前に計算可能であることを利用し，

目標通信レートから送信電力を計算する．まず A2 と中継衛星の間の距離を 700 km に固定

し，A1 と中継衛星の間を 100~2000 km の範囲で変動させた環境を想定し，A1 の送信電力
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を提案した電力制御方式より計算した結果を図 4.10 に示す．目標通信レートは 1，3，5 

bps/Hz に設定する．A1 の送信電力は式(4.24)より計算する．なお本シミュレーションは電

力制御方式の性能を検証することを目的としているため，シミュレーションで設定した中

継衛星- A1，A2 の衛星間距離は実際の値ではなく仮想の値である．結果より，A1 と中継衛

星の間の距離が増大するほど A1 の送信電力が大きくなっていることが分かる．また目標通

信レートが大きいほど必要な送信電力も大きくなっている． 

次に A1 と中継衛星の間の距離を 1300 km に固定し，A1 と中継衛星の間を 100~2000 km

の範囲で変動させた環境を想定し，A2 の送信電力を提案した電力制御方式より計算した結

果を図 4.11 に示す．A2 の送信電力は式(4.25)より計算する．図 4.10 と同様，衛星間距離

の増大及び目標通信レートの増大に伴い，A2 の送信電力は大きくなっていることが分かる．

また図 4.10 と 4.11 を比較すると，A2 の方が A1 よりも必要な送信電力が大幅に大きいこと

が分かる．これは A2 が NOMA における Strong user に設定されているため，必要な送信電

力が大きくなることによるものであると考えられる．なお本方式では通信レートが一定と

なるように送信電力が制御されるため，各リンクの通信レート及び BER の値は一定となっ

た． 

 

 

図 4.10 提案電力制御方式において中継衛星- A1 間の衛星間距離を変化させた時の A1 の送

信電力の計算結果 
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図 4.11 提案電力制御方式において中継衛星- A2 間の衛星間距離を変化させた時の A2 の送

信電力の計算結果 

 

最後に対象とする衛星群が実際に地球を周回する環境を想定し，提案した電力制御方式

を適用した時の各リンクの送信電力を計算した結果を図 4.12 に示す．各リンクの目標通信

レートは 5 bps/Hz に設定した．A2 から中継衛星に向けた通信及び中継衛星から B1，B2 に

むけた通信の送信電力は図 4.5 に示した衛星間距離の変動に伴い変化していることが分か

る．時刻 1000，4200 s 付近では中継衛星- A2，B2 間の距離が最小となるため，A2 から中

継衛星に向けた通信及び中継衛星から B2 に向けた通信に必要な送信電力は最小となる．ま

た 2 番目のタイムスロットにおいて Strong user である B1 に割り当てられる送信電力が最

小となることで，Weak user である B2 に割り当てられる送信電力も弱くする必要がある．

一方１番目のタイムスロットにおいては Strong user である A2 の送信電力は衛星間距離に

応じて変化するが，特定の通信レートを達成するように送信電力が制御されるため，受信

電力は変わらない．したがって Weak user である A1 の受信電力も固定値である必要がある．

A1-中継衛星間の距離は一定であるため，A1 の送信電力は一定となる．また各リンクの通

信レート，BER は提案した電力制御方式により一定となった． 
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図 4.12 衛星 1 周期中における提案電力制御方式による各リンクの送信電力の計算結果 

 

4.5 小結論 

本章では低軌道衛星コンステレーション中の衛星間通信において NOMA を適用すること

で高速な通信を実現する方式を提案した．本方式では衛星をグループ A，グループ B，中

継衛星に分割し，中継衛星を介して２つのグループ間の通信を行う．１番目のタイムスロ

ットではグループ A の衛星群から中継衛星への通信をアップリンク NOMA により同一周

波数・時間上で行う．2 番目のタイムスロットでは中継衛星からグループ B の衛星群への

通信をダウンリンク NOMA により 1 つのビーム上で行う．衛星間通信は大気減衰等の影響

を受けないが，極軌道の場合は衛星が地球を周回する間に衛星間の距離が変動する．その

ため固定電力割当方式では通信性能が変動してしまう．そのため衛星間の距離が軌道情報

により事前に計算可能なことを利用し，達成したい目標通信レートから送信電力を決定す

る電力制御方式を提案した．シミュレーション結果より，NOMA を適用することで周波数

利用効率が向上し，TDMA よりも通信レートが大きくなることが分かった．また衛星の 1

周期中における BER と通信レートを測定すると，固定電力割当方式では衛星間の距離の変

化に伴い通信性能も変化することが確かめることができた．さらに通信経路によって通信

性能に差が生じることも分かった．提案した電力制御に関するシミュレーションの結果よ

り，提案方式では衛星間距離の変化による影響を吸収し，各リンクの通信レートを一定に

制御できることが分かった． 

本研究は低軌道衛星コンステレーションにおける一部分の通信に着目した研究である．
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実際の低軌道衛星通信では衛星から衛星へのマルチホップ通信を行い，何本もの衛星間リ

ンクを経由して地上の送信機から受信機までの通信を中継する．そのため今回の研究は 4

本のリンクの中で NOMA を適用する方式について検討したが，より広範な低軌道衛星ネッ

トワークにおいて提案方式をどのように組み込んでいくか，という部分について今後検討

していく必要がある．また本研究で提案した方式とは少し異なるが，低軌道衛星及び中軌

道衛星を組み込んだネットワークにおいて NOMA 及び独自のルーティング方式を適用する

手法について次章において述べる． 

また提案した電力制御方式において，今回は全てのリンクにおいて同一の目標通信レー

トを設定した．しかし各リンクに必要な QoS や，衛星が位置する地域周辺のトラフィック

要求の多さに応じて目標通信レートを変動させる方式についても検討する必要があると考

える．例えばトラフィック要求が多く，使われる頻度の多いリンクの目標通信レートを大

きくすると，輻輳の発生率及びユーザの遅延時間を低減することができる．しかし目標通

信レートが低い場合，受信電力の低下に伴い BER も低下するため，QoS 制御と通信精度の

トレードオフについても考慮する必要がある． 
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5．周回衛星を用いたコンステレーションにおける NOMA の適用に関する研究 

5.1 概要・研究背景 

本章では低軌道衛星・中軌道衛星を組み合わせたコンステレーションにおいて，NOMA

及び独自のルーティング方式を適用することで，遅延時間を低減する手法について提案す

る．なお本章に記載する内容は卒業論文及び IEEE International Conference on Space Optical 

Systems and Applications (ICSOS) 2022 において発表した内容と重複する部分がある

[20][66]．4.1 において述べたように，低軌道衛星通信における弱点の 1 つとして遅延時

間が挙げられる．衛星通信の可用性を高めるためには，遅延時間を始めとした通信性能を

高め，対応できるサービスの幅を広める必要がある．そこで本章では低軌道衛星に加えて

中軌道衛星も搭載したコンステレーションにおいて NOMA を適用することでより高速な通

信を実現する手法を提案する．1.1 において述べたように，地上-衛星間の通信リンクにお

ける NOMA の適用については多くの先行研究がある[10][11]．一方で衛星間のリンクにお

ける NOMA の適用については先行研究が非常に少ない．また 4 章において述べたように，

私達は電波を用いた衛星間通信における NOMA の適用について研究を行った[60]．しかし

衛星間光通信における NOMA の適用に関する先行研究は少ない．また 4 章に述べた研究は

低軌道コンステレーションの一部分である数本のリンクにおける NOMA の適用に着目した

研究であるが，低軌道コンステレーションにおける end-to-end の通信に NOMA を組み込

む手法については検討されていない．そこで本研究では衛星間光通信システムを題材とし，

end-to-end の通信において NOMA 及び独自のルーディング方式を組み込むことで遅延時間

の抑制を実現する手法を提案する． 

提案システムには 3 つの特徴がある．第１に，送信局-受信局間の距離に応じて低軌道衛

星と中軌道衛星を使い分けるルーティング方式を実装する．具体的には，送信局-受信局間

の距離が短い時は従来の方式と同じように低軌道衛星のみを利用した経路を選択する．一

方送信局-受信局間の距離が長い時は中軌道衛星を介した経路を選択する．パケットが２層

に分散されることで，衛星 1 基が単位時間あたりに処理するパケット数が低減するため，

各衛星におけるパケットの待ち時間が短くなり，遅延時間が抑制される．第２に，複数の

低軌道衛星から 1 基の中軌道衛星に向けた通信にアップリンク NOMA を適用することで高

速な通信を実現する．詳細は後述するが，ルーティングによって中軌道衛星を用いた経路

が選択される場合，低軌道衛星を介して中軌道衛星にパケットが送られ，その後中軌道衛

星間のリンクを介して受信局に近い衛星までパケットが運ばれる．低軌道衛星に比べて中

軌道衛星の数が少ないため，１基の中軌道衛星に向けて送信されるパケット数が多くなる．

そこで低軌道衛星から中軌道衛星に向けた通信に NOMA を適用することで同一周波数・時

間上で複数の信号の送信を可能にする．第 3 に，光通信を活用する．2.1.5 において述べた

通り，光通信は雲や大気による減衰による影響を強く受けるため，地上-衛星間通信におい

ては活用が難しい．一方衛星間には大気や雲が存在しないため，光チャネルを安定的に利
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用することができる．したがって本研究では光通信を採用し，より高速な通信を実現する

手法について探求する． 

本研究では周回衛星コンステレーションにおける NOMA と独自のルーティング方式を活

用した通信システムについて，詳細な通信手順や NOMA の制御方式を提案する．さらにシ

シミュレーションにより，提案したコンステレーション及びルーティング方式を用いた場

合と従来のコンステレーション及びルーティング方式を用いた場合の通信ホップ数，遅延

分布，平均遅延時間を比較する．また 4.3.5 において述べた電力制御方式を本システムに

も採用する．提案した電力制御方式を適用した NOMA，固定電力割当方式を適用した

NOMA，OMA の BER 及びスループットに関する比較も行う． 

 チャネルモデルについては 4.2 に記載した衛星間通信のチャネルモデルと同じものを使

用するため，本章では記載を省略する． 

 

5.2 システムモデル 

5.2.1 コンステレーション 

 5.1 において述べたように，本システムでは低軌道衛星と中軌道衛星を組み合わせたコ

ンステレーションを利用する．提案方式において採用するコンステレーションを図 5.1 に

示す．青線が低軌道衛星の軌道，赤線が中軌道衛星の軌道を示す．低軌道衛星は軌道数 16 

本，軌道内衛星数 32 基，軌道傾斜 90 度の極軌道のコンステレーションを使用する．中軌 

 

 

図 5.1 提案方式の衛星コンステレーション 
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道衛星は軌道数 12 本，軌道内衛星数 12 基，軌道傾斜 55 度の傾斜軌道を使用する．2.1.3

において述べたように，極軌道と傾斜軌道はそれぞれ異なる特性を持っている．極軌道は

北極・南極を含め地球全体をカバーできるが，高緯度地域に比べて人口密度の高い低・中

緯度地域において衛星の密度が疎となるため，効率性の観点から問題がある．一方傾斜軌

道は北極・南極付近に衛星が位置していないため高緯度地域において通信を提供すること

ができないが，低・中緯度地域において衛星が均等に配置されており，通信の効率性が高

い．提案方式では極軌道の低軌道衛星と傾斜軌道の中軌道衛星を組み合わせることで，高

緯度地域をカバーしつつ低・中緯度地域において高い効率性を達成することができる． 

次に各衛星が所有する衛星間通信リンクについて説明する．各低軌道衛星は隣接する 4

基の低軌道衛星（同一軌道上 2 基，隣接軌道上 2 基）に加え，自身から最も近い距離に位

置する中軌道衛星への送信リンクを持つ．中軌道衛星も同様に隣接する 4 基の中軌道衛星

に加え，自身から最も近い位置に位置する低軌道衛星に向けた送信リンクを持つ．即ち各

衛星は同一高度内で行う層内通信用の送信リンク 4 本と，異なる高度に向けた層間通信用

の送信リンク 1 本を持つ．なお各衛星においてリンク保持数には限界があることから，各

衛星は５本のみ衛星間リンクを保持できるものとする[28]．これらのリンクを使い分ける

ことで，パケットを 2 層に分散し，地上の送信局と受信局間の通信を中継する．先述した

軌道情報からも分かる通り，低軌道衛星に比べ中軌道衛星の方が数は少ないため，1 基の

中軌道衛星に向けた送信リンクが多くなる．したがって低軌道衛星から中軌道衛星に向け

た通信に NOMA を適用することで周波数利用効率を改善する． 

 

5.2.2 通信手順 

 提案方式における通信手順について説明する．5.1 において述べた通り，提案方式では

低軌道衛星と中軌道衛星にパケットを分散することで各衛星におけるキュー遅延を少なく

し，end-to-end の遅延時間を抑制する．具体的には，地上の送受信局間の伝搬距離が短い

場合は低軌道衛星間のリンクのみを使用し，送受信局間の伝搬距離が長い場合は低軌道衛

星に加え中軌道衛星も活用する． 

 まず送受信局間の伝搬距離が短い場合の通信手順を図 5.2 に示す．図 5.2 に示した通り，

低軌道衛星間のリンクのみを使用して地上局間の通信を中継する．第 1 に，地上の送信局

から最寄りの低軌道衛星に向けて信号を送信する．なお周回衛星は周期的に動いているた

め，時刻から各衛星の位置は算出可能である．第 2 に，低軌道衛星間のリンクを介し，地

上の受信局から最寄りの低軌道衛星まで信号を送信する．最後に，信号を受信した低軌道

衛星が地上の受信局にデータを送信し，通信を完了させる．この方式は従来の低軌道衛星

通信と同様のルーティング手法である． 

次に送受信局間の伝搬距離が長い場合の通信手順を図 5.3 に示す．低軌道衛星間，低軌

道衛星-中軌道衛星間，中軌道衛星間の 3 種類のリンクを組み合わせ，送受信局間の通信を

中継する．第 1 に，送受信局間の伝搬距離が短い場合と同様に，地上の送信局から最短 
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図 5.2 提案方式における伝播距離が短い場合の通信手順 

 

 

図 5.3 提案方式における伝播距離が長い場合の通信手順 

 

の距離に位置する低軌道衛星に向けて信号を送信する．第 2 に，信号を受信した低軌道衛

星から最寄りの中軌道衛星へ信号を送信する．第 3 に，中軌道衛星間のリンクを介し，地

上の受信局に最も近い中軌道衛星まで信号を転送する．第 4 に，中軌道衛星から最寄りの

低軌道衛星へ信号を送信する．第 5 に，低軌道衛星間のリンクを介し，地上の受信局から

最寄りの低軌道衛星まで信号を送信する．最後に，低軌道衛星から地上の受信局へ信号を

送信する．図 5.3 の②における低軌道衛星から中軌道衛星に向けた通信に NOMA を適用す

る．NOMA の割当方式及び電力制御方式の詳細は 5.2.3 に述べる． 

以上述べたように，提案方式では送受信局間の伝搬距離に応じてパケットを 2 層に分散



76 

 

させることで，遅延時間を抑制する．従来方式の場合は低軌道衛星間のリンクのみを使用

したルートが採用されるため，図 5.4 に示す通り 6 本の低軌道衛星間のリンクが使用され

る．一方図 5.3 に示した提案方式の場合は低軌道衛星間のリンクを 1 本しか使用していな

い．よって衛星間リンク 1 本あたりのパケット数が提案方式は従来方式よりも少なくなる

ため，各衛星におけるキューの待ち時間が少なくなり，遅延時間が抑制される．なお図

5.3 の④において，本研究では指向可能な衛星数の制約から，各中軌道衛星は同一高度の

衛星 4 基に加え，自身から最短距離に位置する低軌道衛星 1 基のみに送信リンクを持つ環

境を想定している．そのため⑤において低軌道衛星間のリンクを介して受信局から最寄り

の低軌道衛星まで信号を転送する必要があるが，従来方式と比べると低軌道衛星間のリン

クを使用する回数は大幅に少なくなる．また本研究では地上局と中軌道衛星は直接通信を

行わないものとし，必ず低軌道衛星を介して信号を転送している．これは中軌道衛星に比

べ低軌道衛星は高度が低いため，地上局の送信電力を抑えることができるためである． 

経路決定はダイクストラ法という最小ホップ数の経路を選択するアルゴリズムによって

行う．図 5.2 と図 5.3 のどちらの方式を使うかについてもダイクストラ法によって決定す

る．即ち低軌道衛星間のリンクのみを使用した方が通信ホップ数は少ない場合は図 5.2 の

方式，中軌道衛星を介した方がホップ数は少ない場合は図 5.3 の方式を選択する．なお低

軌道衛星間のリンクに比べ中軌道衛星間のリンクの方がリンク距離は長い．また中軌道衛

星を介する場合は低軌道衛星-中軌道衛星間の通信リンクを 2 回通る必要があるため，図

5.4 のように低軌道衛星間のリンクのみを使用した場合よりも図 5.3 のように中軌道衛星を

介した時の方が伝搬距離及び伝播遅延は長くなる．そのためネットワーク中のパケット数

が少なくキュー遅延がほとんどない場合は従来方式の方が伝搬距離は短いため遅延時間は

抑制される．一方パケット数が多くキュー遅延が大きい場合，パケットを分散しキュー遅

延を小さくすることのできる提案方式の方が遅延時間は抑制されると考える． 

 

 

図 5.4 従来方式における通信手順 
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5.2.3 NOMA におけるスケジューリング・電力制御方式 

 5.1，5.2.1 において述べたように，本研究で採用するコンステレーションでは低軌道衛

星に比べて中軌道衛星の衛星数は少なくなるため，複数の低軌道衛星から 1 基の中軌道衛

星に向けて同時に通信が行われる．そこで低軌道衛星から中軌道衛星に向けた通信に

NOMA を適用することで，周波数利用効率を改善する．さらに NOMA における通信性能を

改善するために，独自のスケジューリング方式と 4.3.5 に述べた電力制御方式を実装する．

NOMA における制御手順を以下に示す．また本方式において想定する低軌道衛星-中軌道衛

星間の通信環境を図 5.5 に示す． 

 

1. 軌道情報と時刻より，各低軌道衛星と各中軌道衛星の間の距離を計算する．計算結果

を基に，各低軌道衛星がどの中軌道衛星に向けた送信リンクを持つかを決定する． 

2. サブバンドへのスケジューリングを行う．同じ中軌道衛星に向けた通信リンクを持つ

低軌道衛星群を 1 つのグループとし，グループ毎にサブバンドに割り当てる．サブバ

ンドへの割当は各低軌道衛星と中軌道衛星の衛星間距離に基づいて行う． 

3. サブバンド毎に各低軌道衛星の送信電力を決定する．各ユーザのチャネル係数と目標

の通信レートを基に，4.3.5 に述べた電力制御方式によって各低軌道衛星の送信電力を

決定する． 

 

それぞれの詳細について論じる．第 1 に，各低軌道衛星と各中軌道衛星の間の距離を計

算する．5.2.1 において述べたように，各低軌道衛星は自身から最も近くに位置する中軌道

衛星に向けた送信リンクを持つ．そのため同じ中軌道衛星へ送信リンクを持つ低軌道衛星

群を抽出し，その中で NOMA におけるサブバンドの割当及び送信電力を決定する． 

 

 

図 5.5 低軌道衛星-中軌道衛星間の通信モデル 
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第 2 に，同じ中軌道衛星への送信リンクを持つ低軌道衛星のグループ毎にサブバンドへ

のスケジューリングを行う．3.3.3 において述べたように，NOMA ではチャネル状態の良い

ユーザを高い電力レベルに，チャネル状態の悪いユーザを低い電力レベルに割り当てる方

式が最も電力効率が良く，広範に用いられている[41]．よって本研究でもこの方式を採用

する．衛星間チャネルはフェージング等の影響を受けないため，チャネル状態及びチャネ

ル係数は衛星間距離によって決定づけられる．即ち衛星間距離の長いユーザはチャネル係

数が小さく，短いユーザはチャネル係数が大きい．したがって中軌道衛星との間の距離が

長い低軌道衛星が低い電力レベルに，短い低軌道衛星が高い電力レベルに割り当てられる

といったように，衛星間距離に基づき順番に割り当てていく．図 5.5 の環境下においてス

ケジューリングを行う例を図 5.6 に示す．中軌道衛星との間の伝搬距離は A，B，C，D，E，

F，G，H の順であり，NOMA において多重化するユーザ数が 2，3 の場合，それぞれ図 5.6

の様に割り当てられる．衛星間距離が長い順にスケジューリングされるため，各サブバン

ドにおいてユーザ間で衛星間距離に必ず差が生じる．したがって電力差をつけやすく，

NOMA における効率性，通信精度，スループットの向上が実現できる． 

NOMA による復号手順は 2.2.2 と同様である．NOMA により多重化するユーザ数が多い

ほど，サブバンド 1 つあたりの帯域幅が大きくなるため，スループットは向上する．一方

多重化するユーザ数が多いほど SIC の複雑度は増し，特に電力レベルが低いユーザの通信

精度は低下することが予想される．したがってスループットと通信精度のトレードオフを

考慮した上で多重化するユーザ数を決定する必要がある． 

第 3 に，サブバンド毎に各低軌道衛星の送信電力を決定する．電力制御のアルゴリズム

は 4.3.5 において述べた手法と同一のものを使用する．あるサブバンドにおける m 番目の

ユーザの SINR は次式より表される．なお最も電力レベルが大きいユーザを 1 番目のユー

ザとし，番号が大きくなるごとに電力レベルは小さくなるものとする． 

𝛾𝑚 =
|ℎ𝑚(𝑡)|

2𝑃𝑚
∑ |ℎ𝑘(𝑡)|

2𝑃𝑘
𝑛
𝑘=𝑚+1 + 𝜎2

(5.1) 

 

 

図 5.6 NOMA におけるスケジューリングの例 
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𝑃𝑖は i 番目のユーザの送信電力，𝜎2は雑音電力である．ℎ𝑖は i 番目のユーザのチャネル係

数とし，式(4.4)と(4.10)から以下のように計算される． 

ℎ𝑚 = 𝑔(𝑡)𝑒𝑗2𝜋𝑓𝑑(𝑡)𝑡 (5.2) 

𝑔(𝑡)は式(4.4)より算出されるチャネル係数，𝑓𝑑はドップラーシフトを指す．4.3.5 に述べ

たアルゴリズムより，m 番目の低軌道衛星の送信電力は次式より決定される． 

𝑃𝑚 =
∑ |𝑔𝑘(𝑡)|

2𝑃𝑘
𝑛
𝑘=𝑚+1 +𝜎2

|𝑔𝑚(𝑡)|
2

𝑆𝐼𝑁𝑅𝑚 (5.3) 

𝑆𝐼𝑁𝑅𝑚は目標とする SINR の値である．本研究では各サブバンドにおいていずれかのユ

ーザの送信電力が最大送信電力に達するまで，目標 SINR の値を徐々に増加させていく．

そしていずれかのユーザの送信電力が最大送信電力に達した時点の各ユーザの送信電力

の値を採用する．即ち最大送信電力の値が大きいほど SINR の値は大きくなり，各ユー

ザの送信電力の値も大きくなる．衛星間距離は軌道情報から計算可能であり，衛星間の

チャネルはフェージング等の影響を受けないため，式(5.3)より目標の SINR を達成する

ために必要な各低軌道衛星の送信電力は算出可能である．また電力レベルの低いユーザ

の受信電力が高いユーザの信号に対して干渉信号として作用するため，電力レベルの低

いユーザの送信電力から順に計算する必要がある．本方式により，各ユーザの通信精度

を確保とスループットの向上を実現できる． 

 

5.3 結果・考察 

5.3.1 シミュレーション条件 

 本研究では 2 つのシミュレーションを行う．1 つ目は図 5.5 に示した低軌道衛星-中軌

道衛星間の通信における NOMA の性能を検証するシミュレーションである．複数の低軌

道衛星から中軌道衛星に向けた通信に着目し，提案した電力方式を適用した NOMA，固

定電力割当方式を適用した NOMA，OMA の性能を比較する．2 つ目のシミュレーション

では地上の送信局から受信局までの end-to-end の通信に着目し，各パケットの遅延時間

を測定する．5.2.1，5.2.2 において述べたコンステレーション及びルーティング手順を実

装する．地球上のランダムな地点通信セッションを発生し，それぞれ通信を行う．各パ

ケットの遅延時間を測定し，低軌道衛星に加えて中軌道衛星を用いた提案方式と低軌道

衛星のみを用いた従来方式の通信ホップ数，遅延時間の分布，平均遅延時間を比較する．

シミュレーションパラメタを表 5.1 に示す．各衛星において 0.01 ms の処理遅延が発生

するものとしている． 
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表 5.1 シミュレーションパラメタ（周回衛星における NOMA の適用に関する研究） 

項目 値 

軌道数（LEO） 16 本 

軌道内衛星数（LEO） 32 基 

軌道高度（LEO） 1,200 km 

軌道傾斜（LEO） 90 度（極軌道） 

軌道数（MEO） 12 本 

軌道内衛星数（MEO） 12 基 

軌道高度（MEO） 5000 km 

軌道傾斜（MEO） 55 度 

波長 819 nm 

帯域幅 1 THz 

変調方式 BPSK+NOA 

送受信機の利得 120 dB 

ポインティングロス 0 dB 

各衛星における処理遅延 0.01 ms 

セッション数（5.3.3） 100~2000 

パケット長（5.3.3） 100 kbit 

最大送信電力（5.3.3） 120 dB 

 

5.3.2 LEO-MEO 間通信における NOMA の通信性能 

 本シミュレーションでは 5.2.3 に置いて論じた NOMA の通信性能を検証する．図 5.5

に示したように，10 基の低軌道衛星から 1 基の中軌道衛星に向けて通信する環境を想

定し，提案した電力方式を適用した NOMA，固定電力割当方式を適用した NOMA，OMA

の通信性能を比較する．固定電力割当方式を適用した NOMA では，スケジューリング方

式は 5.2.3 で述べた方式を適用し，電力制御方式のみ提案方式ではなく固定電力割当方

式を適用する．電力割当率は多重化するユーザ数が 2 基の場合はそれぞれ 0.7，0.3，3

基の場合はそれぞれ 0.7，0.2，0.1 とする．OMA では各低軌道衛星が最大送信電力で信

号を送信する．第 1 に，最大送信電力を 0~50dBm の間で変化させた時の BER を測定し

た結果を図 5.7 に示す．まず提案方式の BER を見ると，最大送信電力の増加に伴い BER

が低下していることが分かる．これは 5.2.3 において述べたように，最大送信電力が大

きくなることで達成できる SINR の値が大きくなり，全ユーザの送信電力が増加するた

めであると考えられる．NOMA を適用した 2 方式と OMA を適用した方式を比較すると，

NOMA を適用した方式の方が BER は高くなっていることが分かる．NOMA では Strong 

user の信号を復号する際に Weak user の信号が干渉信号として働くため，OMA よりも

復号に失敗する確率は高くなる．また Weak user の受信電力は低めに設定する必要があ 
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図 5.7 LEO-MEO 間通信における BER の測定結果 

 

るため，OMA において最大送信電力を設定した場合と比べて受信電力が小さくなり，

BER は悪化する．次に提案した電力制御方式を適用した NOMA と固定電力割当方式を適

用した NOMA を比較すると，提案方式の方が BER は低いことが分かる．このことから

提案した電力制御方式は通信精度の向上を実現できていることがわかる．また NOMA に

おける多重化ユーザ数を変えたときの結果を比較すると，固定電力割当方式では多重化

ユーザ数を多くした時の方が BER は高い値になっていることが分かる．多重化するユー

ザ数を多くすることで，電力レベルの高いユーザは干渉電力が大きくなるため BER は悪

化する．電力レベルの低いユーザも受信電力をより低く設定する必要があるため，BER

は悪化する．反対に提案方式では電力制御方式により各ユーザの SINR が均一になるよ

うに制御されるため，NOMA のユーザ数を増やした場合であっても BER は同じ値となる． 

第 2 に，通信レートの測定を行った結果を図 5.8 に示す．シミュレーションの条件は

BER に関するシミュレーションと同一である．提案した電力制御方式を適用した NOMA

の通信レートは固定電力割当方式を適用した NOMA 及び OMA の通信レートよりも大き

いことが分かる．このことから提案方式では周波数利用効率の改善を実現することで，

より高速な通信を達成できているといえる．また NOMA において多重化するユーザ数が

2 基の場合と 3 基の場合を比較すると，多重化するユーザ数を増やした時の方が通信レ

ートは大きいことが分かる．これは 5.2.3 において述べたように，多重化するユーザ数

を多くすることでサブバンドの数が少なくなり，サブバンド 1 つあたりの帯域幅が大き
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くなることによるものであると考えられる． 

 上記 2 つのシミュレーションの結果より，提案方式では NOMA を適用することで通信

レートの向上を実現できることが分かった．しかし SIC による信号分離の際に誤差が生

じる確率があることから，BER は OMA に比べて悪化する．また提案した電力制御方式

と固定電力割当方式を比較すると，提案方式は通信レートと通信精度双方の向上を実現

できることが分かった．最後に NOMA において多重化するユーザ数を増やすと，提案方

式ではサブバンドあたりの帯域幅が大きくなることでスループットが増加することが分

かった．BER については多重化ユーザ数が 2，3 基の場合では差がつかなかったが，多

重化ユーザ数をさらに増やすと差が生じるものと考えられる． 

 

 

図 5.8  LEO-MEO 間通信における通信レートの測定結果 
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5.3.3 提案方式における end-to-end の通信性能 

2 番目のシミュレーションでは図 5.1 に示した低軌道衛星・中軌道衛星を搭載した提

案方式のコンステレーションと低軌道衛星のみを搭載した従来方式のコンステレーショ

ンについて，end-to-end の通信性能を比較する．具体的には，送信地点・受信地点を地

球上のランダムな位置に設定した 100~2000 本の通信セッションを生成し，それぞれ

5.2.2 において述べたルーティング手順に従い経路を決定する．その経路に従い全てのセ

ッションで同時に通信を開始し，セッション毎に受信局に到達するまでの通信ホップ数

及び遅延時間を測定する．表 5.1 に記したように，各セッションにおいて地上の送信局

は 0.01 ms 毎に 100 kbit のパケットを送出する．経路は送信地上局側で算出し，各衛星

は送信局から支持された経路通りにパケットを転送する．各衛星は受け取ったパケット

を自身のキューに保存し，FIFO(First In First Out)により逐次処理していく．また各衛星

がパケットを創出する際に 0.01 ms のホップ遅延が生じるものとする． 

 まず提案方式と従来方式におけるルーティングの結果であるホップ数の分布を図 5.9，

5.10 に示す．提案方式，従来方式における平均ホップ数はそれぞれ 6.8，12.8 となった．

このことから提案方式ではホップ数が抑制されていることがわかる．5.2.2 において述べ

た通り，提案方式では送受信局間の距離が長い場合は低軌道衛星に加えて中軌道衛星の

リンクも活用される．中軌道衛星間のリンクは低軌道衛星間のリンクよりも長いため，

中軌道衛星間のリンクを活用することでホップ数を抑制することができる． 

 

 

図 5.9 提案方式におけるホップ数の分布 
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図 5.10 従来方式におけるホップ数の分布 

 

次にセッション数を 1000 とし，提案方式及び従来方式においてホップ数-平均遅延時

間の散布図を作成した結果を図 5.11，5.12 に示す．両モデルにおいてホップ数の増加に

伴い遅延時間も増大していることが分かる．さらに提案方式と従来方式の遅延時間を比

較すると，提案方式の方が遅延時間は短い．このことから，提案方式では中軌道衛星を

活用したパケットの 2 層への分散により，遅延時間の抑制を実現出来ていることがわか

る． 

 



85 

 

 

図 5.11 提案方式におけるホップ数-遅延時間の散布図（セッション数：1000） 

 

図 5.12 従来方式におけるホップ数-平均遅延時間の散布図（セッション数：1000） 
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次にセッション数を 100 とした時の提案方式及び従来方式における遅延時間のヒスト

グラムを図 5.13，5.14 に示す．提案方式及び従来方式の平均遅延時間はそれぞれ

0.0944，0.134 ms となった．提案方式の方が平均遅延時間は短いが，2 方式の差はそこ

まで大きくないことが分かる．２層へのパケットの分散により提案方式の方がキューに

おける待ち時間が抑制されることで end-to-end の遅延時間が短くなるものと考えられる．

しかしパケット数が少ないため，キューにおける待ち時間の抑制効果が少なく，2 方式

の差は小さくなっている． 

次にセッション数を 1000 とした時の提案方式及び従来方式における遅延時間のヒス

トグラムを図 5.15，5.16 に示す．提案方式，従来方式の平均遅延時間はそれぞれ 0.289，

0.340 ms である．提案方式及び従来方式における遅延時間が集中しているピーク部分を

比較すると，提案方式は 0.1~0.2 ms 付近，従来方式は 0.2~0.4 ms 付近である．よって

提案方式では従来方式よりも遅延時間を抑制できているといえる．またセッション数が

100，1000 の場合の 2 方式の結果を比較すると，セッション数が 1000 の時の方が遅延

時間は大幅に大きいことが分かる．セッション数の増加により各衛星におけるキューの

待ち時間が増大し，end-to-end の遅延時間が大きくなったと考えられる． 

 

図 5.13 提案方式における遅延時間のヒストグラム（セッション数：100） 
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図 5.14 従来方式における遅延時間のヒストグラム（セッション数：100） 

 

 

図 5.15 提案方式における遅延時間のヒストグラム（セッション数：1000） 
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図 5.16 従来方式における遅延時間のヒストグラム（セッション数：1000） 

 

最後にセッション数を 100~2000 の間で変化させた時の提案方式及び従来方式におけ

る遅延時間を測定した結果を図 5.17 に示す．提案方式・従来方式共にセッション数の増

加に伴い平均遅延時間も増大していることが分かる．また提案方式の方が従来方式より

も平均遅延時間は短くなっている．さらにセッション数の増加に伴い提案方式と従来方

式の平均遅延時間における差が広がっている．これはセッション数の増加により提案方

式におけるキューの待ち時間の抑制効果が大きくなることによるものであると考えられ

る． 
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図 5.17 提案方式・従来方式の平均遅延時間の比較 

 

5.4 小結論 

 本章では低軌道衛星・中軌道衛星を組み合わせたコンステレーションにおいて，

NOMA 及び独自のルーティング手法を適用することで end-to-end の遅延時間を抑制する

手法について提案した．提案方式では地上の送受信局間の距離が短い場合は従来方式と

同様に低軌道衛星間のリンクのみを活用したルートを採用する．一方送受信局間の距離

が長い場合は低軌道衛星間，低軌道衛星-中軌道衛星間，中軌道衛星間の 3 種類のリンク

を組み合わせたルートを採用する．即ち距離が短い場合は低軌道衛星の層，長い場合は

中軌道衛星の層を使用することでパケットを 2 層に分散させ，各衛星におけるキューの

待ち時間を小さくすることで end-to-end の遅延時間を抑制する．さらに低軌道衛星-中

軌道衛星間の通信にアップリンク NOMA を適用し，周波数利用効率を改善する． 

シミュレーションでは低軌道衛星-中軌道衛星間に適用する NOMA の通信性能の検証

及びコンステレーション全体における end-to-end の遅延時間の解析を行った．NOMA の

通信性能の検証では，NOMA を適用した提案方式は OMA よりも BER は悪化するが，通

信レートは大幅に向上することが分かった．また衛星間のチャネル状態が推定可能であ

ることを利用し，SINR の値を基に送信電力を決定する電力制御方式により，固定電力割

当方式よりも通信精度及び通信速度が大幅に向上することを示した．end-to-end の通信

性能の検証では，提案方式では伝播距離が長い通信において中軌道衛星を活用すること

で通信ホップ数を抑制できることが分かった．さらにパケットを 2 層に分散させること
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で各衛星におけるキューの待ち時間を小さくし，低軌道衛星間のリンクのみを活用した

従来方式よりも end-to-end の遅延時間を抑制できることが示すことができた．さらにセ

ッション数の増加に伴い提案方式によるキューの待ち時間の抑制効果が大きくなり，従

来方式との遅延時間の差が広がることから，ネットワーク内のパケット数が多くなるほ

ど提案方式は従来方式に対する優位性を発揮することが分かった． 

 今後の展望としては，ルーティング方式についてさらに検討を進めていくべきである

と考える．本論文では最短ホップ数の経路を選択するダイクストラ法を採用し，通信セ

ッションが発生する確率は全世界均等であるものとしてシミュレーションを行った．し

かし実際にはトラフィックが発生する確率は均等ではなく，一定の偏りがある．例えば

海上よりも陸上の方がトラフィック要求の発生確率は高くなる．また先進国上空はより

発生確率が高くなる．そのためトラフィックの発生確率の不均質性を考慮した上でルー

ティングに反映する手法についても検討する必要がある．具体的には，トラフィックの

発生確率や各リンクの使用頻度を基にルートの選択率を変動させる手法や，各リンクの

混雑度合いをリアルタイムに取得し，経路決定に反映する手法である．即ち通信ホップ

数が最小の経路を必ずしも選択するのではなく，ネットワークの状態によっては経路の

迂回を選択するルーティング手法である．この手法を適用することでネットワーク全体

でより多くのトラフィックを扱えるようになり，end-to-end の遅延時間を抑制できると

考える．シミュレーション条件についてもトラフィック発生確率の不均質性を反映した

場合や，災害等により特定の地域で大量にトラフィック要求が発生した場合を想定し，

提案方式の通信性能にどのような影響を与えるかを検証していくべきであると考える．

また本研究では衛星間の光リンクのみに着目して研究に取り組んだため，衛星-地上間の

リンクについては考慮していない．光リンクは雲や大気によりブロックされてしまうた

め，衛星-地上間のリンクはチャネルの状態によっては利用できない．そのためチャネル

状態の良い衛星-地上局間のリンクを利用して地上にデータを送り，地上ネットワークを

介して目標の受信局までデータを転送する手法についても検討されている．そのため衛

星間だけでなく衛星-地上間のリンクを考慮してルーティング手法を検討していく必要が

ある． 
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6. 結論 

 本論文では非地上系ネットワークにおける NOMA・PDMA の適用に着目し，研究に取

り組んだ．具体的には「地上-HAPS 間アップリンク通信における PDMA の適用に関する

研究」，「衛星間通信における NOMA の適用に関する研究」，「周回衛星を用いたコンステ

レーションにおける NOMA の適用に関する研究」の３つの研究に取り組み，地上-HAPS

間，低軌道衛星間，低軌道衛星-中軌道衛星間の各領域において NOMA・PDMA を活用す

ることで遅延時間等の通信性能を向上させる手法を検討した． 

 3 章において述べた「地上-HAPS 間アップリンク通信における PDMA の適用に関する

研究」では地上-HAPS 間の通信において PDMA を適用することで，電力領域における多

重化により周波数効率を改善しつつ，ユーザ間の公平性を保証する手法を提案した．

NOMA の場合ユーザ間の受信電力の差により通信レートにも大きな差が生じてしまう．

PDMA では各ユーザの電力レベルを周期的に切り替えることでユーザ間の平均レートを

近い値にし，ユーザ間の公平性を保証することができる．また提案方式ではチャネル状

態に応じた光/ミリ波の切り替えやチャネル係数に応じた電力制御方式を実装した．シミ

ュレーション結果より，PDMA を適用した提案方式は OMA よりも高いスループットを

達成可能であることを示した．また NOMA を適用した方式よりも BER やスループット

は悪化するが，ユーザ間の公平性は大幅に改善することを示した．これらのことから，

PDMA を適用した提案方式は，電力領域における多重化による周波数利用効率の向上効

果は NOMA よりも少し低下してしまうが，電力レベルの切り替えにより NOMA の弱点

でもあるユーザ間の公平性を改善できる手法であるといえる． 

4 章において述べた「衛星間通信における NOMA の適用に関する研究」では，低軌道

衛星間の通信に NOMA を適用する手法を提案した．複数の衛星を持つ衛星グループ間の

通信を中継衛星によって中継する方式であり，衛星グループから中継衛星への通信にア

ップリンク NOMA，中継衛星から衛星グループへの通信にダウンリンク NOMA をそれぞ

れ適用した．シミュレーション結果より，提案方式では NOMA の適用により OMA より

も BER は低下するが，スループットは大幅に上昇することが分かった．極軌道の場合異

なる軌道上の衛星間の距離は衛星の位置によって変動する．固定電力割当方式の通信性

能はこの衛星間距離の変動の影響を強く受けることが分かった．一方提案した電力制御

方式では，達成したい通信レートを基に衛星間距離から送信電力を逆算することで，変

動する衛星間距離の影響を吸収し，一定の通信性能を維持できることが分かった． 

 5 章において述べた「周回衛星を用いたコンステレーションにおける NOMA の適用に

関する研究」では低軌道衛星に加えて中軌道衛星も搭載したコンステレーションにおい

て，NOMA 及び独自のルーティング方式を適用することで遅延時間を抑制する手法につ

いて検討した．提案方式ではトラフィックの伝搬距離に応じて低軌道衛星の層と中軌道

衛星の層にパケットを分散する．パケットの分散により各衛星におけるキューの待ち時
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間が短くなるため，end-to-end の遅延時間は抑制される．さらに複数の低軌道衛星から

1 基の中軌道衛星に向けた通信にアップリンク NOMA を適用することで周波数利用効率

を改善する手法を導入した．低軌道衛星-中軌道衛星間の通信における NOMA の適用に

関するシミュレーションでは，NOMA を適用した提案方式は OMA よりも BER は悪化す

るが，スループットは向上することを示した．また 1 つのサブバンドにおいて多重化す

るユーザ数を増やすことでも BER は悪化するがスループットは向上することを示した．

さらに各ユーザの SINR を均一に保つ電力制御方式により BER，スループットが向上す

ることも分かった．end-to-end の通信性能によるシミュレーションでは，提案方式では

パケットの２層への分散により，遅延時間を抑制することを示した．さらにネットワー

ク中のパケット数が増加するほど，提案方式は従来方式に対する優位性を発揮すること

が分かった． 

 今回研究対象とした 3 領域それぞれにおいて，NOMA を適用することでスループット，

遅延時間といった通信性能を改善できることが分かった．しかし NOMA を適用するため

にはユーザ間で正確な同期をとる必要があり，NOMA を非地上系ネットワークに実装す

るためには各ユースケースにおいて同期やスケジューリングを行う手法についても詳細

まで検討していく必要がある．また，今回提案したシステムにはそれぞれ各章の小結論

で述べたような課題がある．３章で述べた「地上-HAPS 間アップリンク通信における

PDMA の適用に関する研究」では，PDMA におけるスケジューリングや電力制御方式を

改善することで，ユーザ間の公平性を保証しつつ，BER やスループットを NOMA に近づ

ける手法について検討する必要がある．４章で述べた「衛星間通信における NOMA の適

用に関する研究」では実際の end-to-end の通信の中で提案した方式を組み込む手法を考

えるべきである．5 章で述べた「周回衛星を用いたコンステレーションにおける NOMA

の適用に関する研究」では，各リンクの使用頻度や混雑度合いを考慮した上で経路を決

定する手法を検討していく必要がある． 

また今回は領域毎に検討を行ったが，非地上系ネットワークにおける各領域の特性を

踏まえて統合的に NOMA を活用する手法を検討していくべきであると考える．例えば今

回対象とした地上-HAPS 間，低軌道衛星間，低軌道衛星-中軌道衛星間に加え，HAPS 間，

低軌道衛星-HAPS 間，HAPS-航空機間等も併せて統合的に通信性能を改善する手法を考

えていくべきである．光通信は雲によりブロックされてしまうため，低軌道衛星から一

度航空機にデータを送信し，雲の影響を受けない位置にいる航空機から地上に向けて光

信号を送信する手法も検討されている[30]．このように各領域の特性を踏まえた上で統

合的に活用しつつ，より高度な多重アクセス方式を活用することで通信性能を改善する

手法について今後検討していきたい． 
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